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尼崎市学びと育ち研究所の目的とねらい

 目　的

　子どもの学力、豊かな人間性、生活習慣など、実社会を主体的に生きていくために必
要な力を伸ばしていくために、より効果の高い子ども・教育政策を実施すること

 ねらいと背景

１　科学的根拠に基づいた教育政策
　外部の研究者を当研究所の研究員として招聘し、市や市教育委員会が保有するデー
タなどを活用することで、中長期的な効果測定を通じた科学的根拠（エビデンス）に
基づく教育政策や教育実践の研究を行います。
２　長期的な課題解決

　不登校やヤングケアラー、発達障害、貧困など、困難な状況にある子どもたちの課
題を解決するための長期的視野を持った研究を行います。
３　子どもの生涯を見据えた幅広な研究

　学力向上だけでなく、子どもが生涯にわたり実社会を主体的に生きていくために必
要な力、また、就学前教育などの充実により、学力等の認知能力の土台となる「後伸
びする力」を育むための研究を行います。

これまでの「学びと育ち研究所報告会」の動画を

YouTubeでご覧いただけます。
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尼崎市学びと育ち研究所の概要

 組織（令和７年１月１日現在）

【所長】
　　大竹　文雄（大阪大学　感染症総合教育研究拠点　特任教授）
【副所長】
　　能島　裕介（尼崎市理事・こども政策監）
　　嶋名　雅之（尼崎市教育委員会事務局　教育総合センター所長）
【主席研究員】
　　安藤　道人（立教大学　経済学部　教授）
　　北野　幸子（神戸大学大学院　人間発達環境学研究科　教授）
　　中尾　繁樹（関西国際大学　教育学部　教授）
　　永瀬　裕朗（神戸大学大学院　医学研究科　特命教授）
　　野口　　緑（大阪大学大学院　医学系研究科　特任准教授）
　　濱島　淑惠（大阪公立大学大学院　現代システム科学研究科　教授）
　　藤澤　啓子（慶應義塾大学　文学部　教授）
【アドバイザー】
　　川上　泰彦（兵庫教育大学大学院　学校教育研究科　教授）
　　曽我　智史（弁護士）
　　苫野　一徳（熊本大学　教育学部　准教授）

 連絡先

　　〒661-0974　尼崎市若王寺２丁目18番５号
　　あまがさき・ひと咲きプラザ　アマブラリ３階
　　尼崎市 こども青少年局 こども青少年部 こども青少年課
　　電話番号　06-6409-4761　ファクス番号　06-4950-0173
　　メールアドレス　ama-msk@city.amagasaki.hyogo.jp
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第７回尼崎市学びと育ち研究所報告会
～エビデンスに基づいた教育政策を目指して～

プログラム

○開会挨拶　尼崎市長　松本　眞

○研究報告
　　「教育環境が学力に与える影響」
　　　　　大竹　文雄　所長　（大阪大学　感染症総合教育研究拠点　特任教授）
　　「子どもを対象とした行政・教育サービスの利用実態・政策効果の検証」
　　　　　安藤　道人　主席研究員　（立教大学　経済学部　教授）
　　「非認知的能力の育ちを捉え育む乳幼児教育・接続期教育の開発」
　　　　　北野　幸子　主席研究員　（神戸大学大学院　人間発達環境学研究科　教授）
　　「学習や学校生活における困難を改善する指導に関する実践研究」
　　　　　中尾　繁樹　主席研究員　（関西国際大学　教育学部　教授）
　　「周産期から幼児期までの状況が発達や学力の向上に与える影響」
　　　　　永瀬　裕朗　主席研究員　（神戸大学大学院　医学研究科　特命教授）
　　「尼っこ健診・生活習慣病予防コホート研究」
　　　　　野口　緑　主席研究員　（大阪大学大学院　医学系研究科　特任准教授）
　　「尼崎市におけるヤングケアラーの実態調査と課題解決に向けた手法の検討」
　　　　　濱島　淑惠　主席研究員　（大阪公立大学大学院　現代システム科学研究科　教授）
　　「就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響」
　　　　　藤澤　啓子　主席研究員　（慶應義塾大学　文学部　教授）

○対談
　　「現場を支える！教育データの活用について」
　　　　　大竹　文雄　所長　（大阪大学　感染症総合教育研究拠点　特任教授）
　　　　　大根田　頼尚　氏　（OECD（経済協力開発機構）日本政府代表部一等書記官）

○閉会挨拶　尼崎市教育委員会教育長　白畑　優
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　　　教育環境が学力に与える影響
研究代表者
大竹 文雄　（大阪大学 感染症総合教育研究拠点 特任教授）

研究協力者
阿部　眞子（日本経済研究センター研究員）
佐野　晋平（神戸大学大学院 経済学研究科 教授）
浅川　慎介（佐賀大学 経済学部 助教）
名方佳寿子（摂南大学 経済学部 准教授）

研究の概要
　児童生徒の学力向上を目指すためには、学校における教育施策や学級規模、教員の特性が学力に与え
る影響を実証的に分析することが必要である。学校や学級別の学力平均を用いて、学校の教育力を評価
することが通常行われる。しかし、学力に影響を与えるものは、学校の教育力だけではない。児童生徒
が、学校に入学してくるまでに、幼稚園や保育所・園等で就学前に受けてきた教育や家庭で受けてきた
教育にも影響を受ける。学校在学中においても、家庭での教育や塾での教育の影響も受ける。そのため、
尼崎の児童生徒の学力を向上させるためには、学力に与える様々な要因を考慮した上で、学校教育が学
力に与える影響を分析する必要がある。
　本研究では、「あまっ子ステップ・アップ調査」、学校からの身長・体重、保健所からの出生体重・妊
娠週数情報、生活保護・就学援助の情報を行政側が接続し、個人が特定できないように匿名化処理がな
された上で研究者に提供されたデータを用いて、出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認
知能力・身体的発達に与える影響を分析し、教育施策として対応すべき知見を提供する。長期欠席にか
かわる情報を用いて、どのような子どもたちが長期欠席になっているかを明らかにし、その対策に資す
るエビデンスを構築する。さらに、尼崎市生活困窮者学習支援事業などの尼崎市の教育施策の効果検証
を行う。

期待される成果
　出生時体重・貧困状況・クラスサイズ・家庭環境等が、認知能力・非認知能力・身体的発達・出席状
況に与える影響を分析することで、教育において不利とされている子どもたちの成長状況を明らかにし、
教育施策として対応すべき点を明確にすることができる。また、尼崎市生活困窮者学習支援事業などの
尼崎市の教育施策の効果検証をすることで、その改善策を考える参考資料とすることができる。

研究の進捗状況
　毎年新たに付け加わるデータを整合的に整理する作業を進めて、統合的にデータを使いやすくする作
業を行なった。また、過去に行なった研究のうち、2 つの論文が査読付き学術雑誌に掲載あるいは掲載
予定となっている。通塾することによって学力が高まっていることを傾向スコアマッチングという手
法で明らかにした阿部眞子・佐野晋平・大竹文雄「通塾が児童生徒の学力に与える効果」が学術雑誌

『日本経済研究』に採択され近刊予定である。また、コロナ期の臨時休校などの影響が学力に負の影響
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を与えたことを示した論文が Asakawa, S., Ohtake, F. & Sano, S. (2024) “The impact of the COVID-19 
pandemic on the academic achievement of elementary and junior high school students: analysis using 
administrative data from Amagasaki City,” Rev Econ Household（2024）. https://doi.org/10.1007/
s11150-024-09715-8 として掲載された。
　一方、出生体重がその後の子どもたちの発達に与えた影響については、大竹文雄・佐野晋平（2022）

「胎児期環境と身体・学習能力の発達との関連」Bioclinica = バイオクリニカ 37 (1), 29-33, 2022-01 に研
究結果を発表した。また、浅川慎介 ・阿部眞子 ・大竹文雄 ・佐野晋平（2024）「クラスサイズと家計の
教育投資の反応：尼崎市データを用いた検証」を 2024 年度日本経済学会春季大会で報告した。
　2024 年度においては、（１）クラスサイズが学力・非認知能力に与える影響、（２）尼崎市生活困窮
者学習支援事業の効果検証、（３）長期欠席者の特性分析について、分析を進めている。

現時点における研究結果の概要
（１）クラスサイズが学力・非認知能力に与える影響
　本研究は尼崎市の生徒児童のパネルデータを用い、クラスサイズ編成ルールを利用した回帰不連続デ
ザインにより、クラスサイズ、教育アウトカムそして家計の教育投資行動の関係を分析した。2018 年
から 2019 年の尼崎市の公立小中学校の児童生徒パネルデータを用いた分析によると、クラスサイズの
削減は国語・算数の学力スコアや勤勉性に影響を与えない、あるいは中学生の数学と小学生の勤勉性を
引き下げる。小学生に関して、クラスサイズ縮小は就学援助受給グループの算数スコアと勤勉性を引き
上げる効果を持つが、中学生に関してはむしろ反対の影響を与える。このような結果を生み出す要因は、
クラスサイズの変化に家計が対応している可能性が考えられる。クラスサイズの変化と子どもの勉強時
間や家庭の学習の関与の関係を分析すると、クラスサイズが拡大するとそれに反応するように子どもの
勉強時間は増え家庭の学習への関与は増える。ただし、それらの関係は、就学援助受給の有無や、コロ
ナ禍前後で異なることが明らかとなった。クラスサイズの変更の子どものアウトカムへの影響は、学校
資源の変更を通した影響だけではなく、それによる家庭の教育投資行動の変化を通した影響も考慮する
必要がある。

図㸯Ѹ㸯
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（２）学習支援事業の効果検証
　学習支援事業の目的は、生活困窮者世帯の子どもたちを、高等学校等の進学に繋げ、学歴や能力が原
因で再び生活保護を受給することや経済的困窮状態に至るという「貧困の連鎖」を防止する。学習支援
事業では、生活保護世帯や生活困窮者世帯の小学４年生から中学３年生に対して、地域に子どもの居場
所を確保し、学習への動機付けを含めた補助学習の支援を行うとともに、社会性や他者との関係を育む
ことを目的とした体験学習などの学習支援を実施している。
　対象者は、（１）生活保護世帯の小学４年生から中学３年生、（２）生活困窮者世帯の小学４年生から
中学３年生（保護者が「生活困窮者自立支援事業」の対象者である）、（３）学習支援事業を利用してい
た高校生である。大半は、（１）のグループになっている。対象者の選び方は、生活保護世帯については、
ケースワーカーが「学習支援事業の利用の要否」を判断し、各家庭を訪問するなどして案内をして選ん
でいる。支援の内容は、主に生活保護世帯や生活困窮者世帯の子どもへの補助学習の支援（各自が学校
の宿題や予復習を中心に行う際にわからない部分やつまずいている部分のサポート）や体験学習（不定
期に開催する職業人講話や野外学習など）実施である。
　2018 年から 2022 年の学習支援への延べ参加者は、460 人で、そのうち尼崎市の学力調査データとマッ
チできる生徒は、175 人であった。この参加者と、生活保護受給者で学習支援の意向調査の対象になっ
た人たちで、尼崎市の「あまっ子ステップ・アップ調査」という学力調査および世帯属性情報がえられ
る対象者は 2,762 人である。学習支援の対象者以外と比べて、学業成績がどのように異なるかを図２−
１に示した。
　学習支援参加者や対象者は、それ以外の子どもに比べて学力が低い。その意味では、学習支援事業は
支援が必要な人に向けた対策として機能している。しかし、潜在的には支援が必要だが、定員がいっぱ
いで待機期間が必要になっていることや場所が限られていて通所に時間がかかることなどを理由に参加
していない人も多く、その子どもたちの学力は平均的には低い。
　表２−１に時間の使い方について、意向調査対象者を学習支援参加者、不参加者、案内がなかったも
のの別に平均値を示した。時間について比較すると、学習支援に通っている生徒はテレビを見る時間は
他のどのグループの生徒よりも短い一方、勉強時間は一番長く、ゲームをする時間は相対的に長いこと
が分かった。その他の特徴として、学習支援に参加している生徒は①朝食を食べる割合が低い、②放課
後や土曜日の学校の活動に参加する割合が低い、③生徒会や部活に参加している割合が低いという特徴
を持っている。
　今後、学習支援事業に参加することで、学力向上や進学率上昇効果があったかどうかを因果関係に注
意して分析を行う。このデータから明らかなように、学習支援の参加が必要と判断される人は、もとも
と学力が低いグループである。そのため、単純に学習支援参加者と非参加者を比較するだけでは、学習
支援の効果を検証したことにならないので、注意深い分析が必要である。
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　図２−２は、中学３年生時点での学習支援への参加状況と中学２年生時点での成績を比較したもの
である。グループの分け方はつぎのとおりである。

　グループ①：学習支援事業の参加者一覧、意向調査にのっていない（生活保護世帯以外）生徒
　グループ②：中学３年生で学習支援に初めて参加した生徒
　グループ③：中学１年生以前に学習支援に参加しており、中学３年生の時も学習支援に通っていた生徒
　グループ④：中学２年生の時に学習支援に参加している生徒：69サンプル（うち45人が中学３年生ま

で継続、24人が中学３年生になる前に脱落）
　グループ⑤：中学２年生の時に学習支援案内があったが参加しなかった生徒
　グループ⑥：中学２年生の時に学習支援の案内がなかった生徒

　図２−１と同様、学習支援への参加案内を出した生徒は、出さなかった生活保護世帯の生徒よりも
学力が低いこと、しかし、学習支援への参加案内を出さなかった生活保護世帯の生徒の成績は、一般
の生徒よりも平均としては低いことがわかる。

⾲㸰Ѹ㸯

中学 1年生

全員 参加者 不参加 案内なし 全員 不参加 案内なし

国語のテスト 53.1 37.8 38.6 42.4 -0.29 -0.02 -0.11

算数のテスト 60.2 40.9 44.1 47.1 -0.32 -0.07 -0.13

テレビ時間 686.5 580.0 609.7 620.2 -0.16 -0.05 -0.06

勉強時間 495.9 602.1 317.2 331.7 0.21 0.90 0.81

ゲーム時間 640.2 765.3 755.5 716.2 0.20 0.01 0.07

中学 2年生

全員 参加者 不参加 案内なし 全員 不参加 案内なし

国語のテスト 60.9 47.0 48.8 53.3 -0.23 -0.04 -0.12

算数のテスト 61.4 41.5 44.5 51.7 -0.32 -0.07 -0.20

テレビ時間 642.8 536.1 634.6 632.2 -0.17 -0.16 -0.15

勉強時間 492.0 525.7 299.8 387.9 0.07 0.75 0.35

ゲーム時間 626.7 659.1 780.2 701.7 0.05 -0.16 -0.06

㸦ྑ 3 ࢫࢼ࣐ࠊࡋ⟭ィࢆ⋠Ꮫ⩦ᨭཧຍ⪅の್とのẚࡣิ 0.1 ௨ୗのሙྜ⃰Ⰽ0.1ࠊ ௨ୖの

ሙྜⷧⰍの⫼ᬒࡿ࠸࡚ࡋ㸧 
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　図２−３に上記のグループ別に中学２年生のときの時間の使い方を示している。中学２年生、中学
１年生のときに学習支援に参加した生徒は中学２年生時点で勉強時間が長いことがわかる。

図㸰Ѹ㸰

図㸰Ѹ㸱
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（３）長期欠席に関する分析
　小中学校において長期欠席は増加している。学校教育における長期欠席とは「年度間に 30 日以上
登校しなかった児童生徒」（『児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査』）の
ことを指す。『児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査』によると、平成 23
年度の小中計の長期欠席児童生徒数は 176,673 人であるのに対し、令和 4 年度のそれは 460,648 人と
約 2.6 倍となっている。とりわけ、コロナ禍以後の急増が観察される。
　長期欠席の発生要因の分析は重要であるにもかかわらず、既存研究は多くないが、それはデータ上
の問題が大きいためである。長期欠席は稀に生じるものだとすれば、人数そのものの水準は多くない
ため、その背後に大規模な観察数を持つ公的な統計が必要とされる。公的統計で長期欠席を把握でき
るのは『児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査』だが、これは学校単位で
の把握、あるいはそれを地域単位で集計したものとなる。学校単位あるいは地域集計のデータでは、
学校の平均的な特徴、学級編成など、地域の要因との関連を分析できるが（末富・日下田 2013、青
木ほか 2020. 2021）、児童生徒の異質性を考慮した分析は困難である。児童生徒個人については、そ
の人数が多くないためサーベイ調査からは容易に把握することができず、多くの場合、ケーススタディ
にとどまる。あるいは、特定の世帯を対象としたサーベイ調査から分析がなされている（梶原 2021、
須藤 2024）。
　そこで自治体における行政データが重要となる。行政データでは、その自治体の業務範囲内に限っ
たとしても、少数しか観察されない長期欠席者であっても多くの観測数を確保できる利点がある。自
治体のデータで長欠あるいは不登校を分析した研究として、学校単位だが中室（2017）、児童生徒単
位では伊藤ほか（2015）がある。また、保坂（1996）はある市内の全公立小中学校の不登校・長期欠
席者を対象とした 3 年間（1989~91 年度）の追跡調査を用い、年度を越えて長期間欠席するものの多
くは不登校であり、中学校は小学校と比べて不登校が長期化しやすい点を発見している。しかしなが
ら、学力や性格特性との関係は明らかではない。加えて、コロナ禍前後での変化を検証したものも多
くはない。
　本稿では、尼崎市の行政データを用い、長期欠席に関する記述的な分析を行う。尼崎市データには、
長期欠席者に関する詳細なデータだけではなく、住民基本台帳を通し、学力調査とそれに付随するア
ンケート調査の回答、就学援助などの行政データと紐づけることが可能である。さらに、2019 年度
から 2022 年度までのパネルデータであるため、個人を追跡できるだけではなく、コロナ禍前後の状
況も把握できる。このデータの特徴を活かし、長期欠席の動向、長期欠席と個人属性の関係を記述する。
　本稿で得られた結果は以下の通りである。長期欠席者数や平均欠席日数は 2019 年から 2022 年にか
けて増加しており、小学生と比べ中学生の方が相対的に多い傾向が観察される（図３−１）。
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　欠席日数の分布をみると、長期欠席としてカウントされる 30 日直後に最も高い山が観察される一
方、200 日を超える部分にも山が観察される。理由別にみると、病欠よりも事故欠（不登校や家庭要
因など）の割合が高い。
　個人属性別の長期欠席の傾向は次の通りである。女性の平均欠席確率は男性よりもやや高いように
みえるが統計的な差はない、就学援助や生活保護世帯はそうではない世帯と比べ長期欠席確率が高い、
そして同居する大人が 1 人である場合はそうでない場合と比べ長期欠席確率が高い。長期欠席者の過
去の学力との関係をみると算数・国語いずれも第１四分位（下位 25％）が最も長期欠席者確率が高い。
　個人属性と長期欠席の傾向をより詳細に検討するために、性別、就学援助の有無、国語算数それぞ
れの四分位ダミーを説明変数とし、長期欠席の有無の被説明変数とした回帰分析の結果によると、他
の要因を一定にしても、同居する大人が一人であること、生活保護世帯であること、過去の算数・数
学スコアが第一四分位（下位 25%）であること、ビッグ５と呼ばれる性格特性では、外向性、協調性、
勤勉性、精神安定性が低いこと、開放性が高いことと長期欠席確率には正の相関が観察され、その数
量的な影響は生活保護世帯であることが最も大きい（図３−２）。以上の結果より、家計の経済背景
と長期欠席は関連があるという先行研究と同様の傾向が観察される。

図 㸱�㸯
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今後の展望
　クラスサイズの効果の分析については、各学校で行われている放課後学習の影響や非常勤教員の影響
など、現段階で十分に考慮できていないこともある。また、学習支援事業においては、今後、その効果
の検証を厳密に行う必要がある。その際も、放課後学習の状況、学習支援事業への参加のメカニズムを
考慮した分析を行う必要がある。さらに、長期欠席の分析については、本報告では、中間段階のもので
あり、より厳密な分析を行なっていく。以上に加えて、2023 年度の「あまっ子ステップ・アップ調査」
の情報を取り入れて、より最新のデータを用いた分析を進めていく。

図㸱Ѹ㸰
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子どもを対象とした行政・教育サービスの利用実態・政策効果の検証
研究代表者
安藤　道人（立教大学 経済学部 教授）

研究の概要
　多様化する子どもの社会的ニーズに対応するために、分野横断的な相談支援や行政・教育サービスの
実施が基礎自治体に求められている。本研究では、児童発達支援・放課後等デイサービス・学習支援・
子ども相談窓口支援（いくしあ）などの相対的に利用者が限定されている子ども施策（以下、ターゲティ
ング施策）や、保育園・幼稚園・学童保育などの相対的に利用者が多い子ども施策（以下、普遍的施策）
を対象に、（a）施策の利用状況の分析、（b）施策の利用児童と非利用児童の比較分析と（c）施策効果
の分析を計画している。
　（a）の利用状況の分析については、「どのような子どもや親がどのように行政・教育サービスを利用
しているか」という視点から、 子どもの社会経済的状況（SES）とサービス利用状況の関連を分析する。

（b）の比較分析については、子ども施策を利用している児童としていない児童を比較する形の分析を
行う。とりわけターゲティング施策を中心に、施策を利用している児童とそうでない児童において、児
童本人や親の生活・教育アウトカムにどのような違いがあるかを検証する。（c）の効果分析については、

「子ども施策は子どもや親にどのような影響を与えているか」という視点から、同程度のSESの子ども
の間で、行政・教育サービス利用の有無によって子どもの生活・教育アウトカムにどのような違いがで
るかを検証する。ただし（c）については検証可能な施策は限定される見通しである。

期待される成果
　（a）利用実態の分析については、自治体の子ども施策（ターゲティング施策と普遍的施策の両方）の
利用状況やその背後にある世帯状況を包括的に把握し、今後の施策検討の材料とすることができる。（b）
利用・非利用児童の比較分析については、とりわけターゲティング施策を利用している児童や親の社会
的・教育的ニーズがどこにあるのかを把握し、今後のターゲティング施策の方向性の検討に資する。（c）
施策効果の分析については、行政サービスの実施がどのような影響を子どもに与えていたのかを統計的
に評価することによって、今後の施策改善に役立てることができる。

研究の進捗状況
　現在は、子どもの育ち支援センター（いくしあ）や児童発達支援・放課後等デイサービスにおける（a）
利用実態の分析や（b）利用・非利用児童の比較分析を中心に検証を進めている。（c）の政策効果の分
析については、第一に子ども政策における強い自己選択（self-selection）によるバイアスの補正の難しさ、
第二に検証することが可能なアウトカム変数の種類に制約があることから、まずは（a）と（b）を優
先的に検証している。とりわけ、いくしあという尼崎市の特徴的な施策が、相談者の社会経済的状況や
他の施策利用とどのように関連しているのかを検証している。
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現時点における研究結果の概要
　（a）の利用状況に関しては、2021 年度にいくしあの総合相談窓口にはじめてコンタクトしたと考え
られる件数（以下、いくしあ新規相談件数）について、生活保護・就学援助・児童扶養手当・児童発達
支援 / 放課後等デイサービスのデータと結合し、利用状況や利用世帯の社会経済状況を検証した。具体
的には、（1）2021 年度におけるいくしあ新規相談件数や相談対象児童の年齢・性別・相談種別の分布、（2）
いくしあ経由で児童発達支援や放課後等デイサービス利用に繋がったと推測される件数（児童数）の割
合、（3）いくしあの相談窓口にアクセスしたケースにおいて生活保護・就学支援・児童扶養手当を利用
しているケース（世帯数）がどの程度存在するかなどを明らかにした。
　（1）については、本データにおける新規相談件数は1081件であり、相談対象児童の年齢構成は最も多
いのが5歳で107件（9.9％）、次に4歳で99件（9.2％）となっていた。性別については、男子が646件

（59.8％）、女子が434件（40.1％）であった。また相談種別は最も多いのが育成相談（性格行動相談）で
572件（52.9％）、ついで育成相談（不登校相談）で118件（10.9％）であった。なお『令和３年度　いく
しあの歩み』では新規相談件数は1379件となっているが、本データとはカウント基準が異なっている点
に留意されたい。
　（2）については、（1）の1081件の児童のうち、232人（21.5％）が2021年度あるいは2022年度に児童
発達支援や放課後等デイサービスを利用していた。これらのうち、2020年度以前に児童発達支援や放課
後等デイサービスをすでに利用していた児童も52人（4.8%）いたため、必ずしもいくしあ相談後に児童
発達支援や放課後等デイサービスを利用したとは限らないものの、多くのケースではいくしあでの相談
後にサービス利用に繋がったと考えられる。
　（3）については、（1）の1081件において、生活保護・就学支援・児童扶養手当（一人親を事由とするケー
スのみ）を利用しているケースは、それぞれ3.7％、13.1％、13.3％であった。これらのケースの世帯は、
低所得やひとり親などによる経済的負担やケア負担と子どもの発達・発育等の不安や負担などを複合的
に抱えている可能性が高い。
　なお上記はいずれも現時点での分析途上の結果であり、今後、データセットの改定などによって数値
が変更される可能性がある。

今後の展望
　今後は、（a）のいくしあ相談世帯・児童の利用状況の分析を進めつつ、（b）のいくしあ相談世帯・
児童と他の世帯・児童の比較分析などを進めていく。また、いくしあ相談世帯・児童を中心に、他の子
ども施策（ターゲティング施策や普遍的施策）の利用との重なりや関連性をさらに検証する他、（c）の
施策効果の検証を念頭に、いくしあ相談や他の子ども施策と世帯や児童の社会的アウトカムとの関連性
を検証したい。これらの検証によって、子育て世帯のニーズがどこにあるのかを多面的に把握し、子育
て世帯のニーズに対応する施策群の政策立案に資するエビデンスの提供を目指している。
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非認知的能力の育ちを捉え育む乳幼児教育・接続期教育の開発

研究代表者
北野　幸子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 教授）

研究協力者
國土　将平（中京大学 スポーツ科学部 教授）

辻　　弘美（大阪樟蔭女子大学 学芸学部 教授）

村山留美子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 准教授）

佐野　　孝（中京大学 スポーツ科学部 講師）

若林　恵美（神戸大学 非常勤講師）

清山　莉奈（関西保育福祉専門学校 保育科 講師）

松山　聖奈（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科・神戸大学附属幼稚園）

研究の概要
　非認知的能力、すなわち、社会情動的スキルの育ちは、乳幼児期に大切にしたいものである（なお、

社会情動的スキルと表現する方がより適切との考えがあるので、以下、社会情動的スキルとする。）。本

研究では、小学1年生を対象とした社会情動的スキルの育ちを捉える方法を開発し、その実態を明らか

にしてきた。また、これらのデータに加えて、尼崎市の子どもの就学前教育の状況（出身園、地域、就

園状況（転園、出席状況））、地域の保幼こ小連携の状況、接続期教育の開発状況、共同研修、公開保育・

授業実施状況、尼崎市学力・生活実態調査の結果、全国学力・学習状況調査の結果、あまっ子ステップ・

アップ調査事業の結果、健診結果及び予防接種の接種状況、妊婦届、妊娠届、生活保護データを用いて、

尼崎市の子育てと乳幼児教育専門施設（保育所・園、認定こども園、幼稚園等）の実態を明らかにする。

さらに本研究では、尼崎市の就学前の子育てや乳幼児教育専門施設の実態と、小学1年生の実態を踏ま

えて、本研究で得られたデータを行政に提供し、ブラインドを維持しつつ、地域性、園や小学校の特性

等についての分析を行う。

　2023年12月にこども家庭庁によりあらわされた、幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン 

（はじめの100か月の育ちビジョン）（こども家庭庁、2023）では、こどものウェルビーイングがめざさ

れており、切れ目のない支援がめざされている。すでに、2021年に文部科学省において設置された、幼

児教育と小学校教育の架け橋特別委員会では、誕生から18歳の学びの連続性を配慮しつつ、乳幼児期に

は社会情動的スキルを育む、乳幼児教育独自の教育を実施することの重要性が確認されている。そして

そのカリキュラムを社会に開いていき、理解の浸透をはかり、その質の維持・向上を図ることが大切に

されている。さらには、それを踏まえた幼児期の教育と小学校の、持続的で発展的な架け橋期のカリキュ

ラム開発が推奨されている。

　これらを踏まえて、家庭と、園、小学校における切れ目のない支援を目指す上で、尼崎市においても、

1年生の児童の社会情動的スキルの育ちの調査や、接続期の教育の実態に関する調査を行い、家庭や、園、

その後の育ち等のデータと照らし合わせて解析することは、こどものウェルビーイングを図る上で重要
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な課題であると考える。

期待される成果
　尼崎市の子育てや乳幼児教育専門施設の実態を分析し、社会情動的スキルの育ちの状況を把握し、支

援の必要性を明らかにし、行政および実践現場との情報の共有を行う。各地の接続期教育の実態を調査

し、比較検討することで、本市の特徴を明らかにするとともに、子どもの自尊心等を育む。研究の結果、

効果的な就学前教育についてのモデルが確立されれば、その浸透を図ることにより、質の高い就学前教

育を受けられる児童が増え、その後の育ちに繋げることができる。また、接続期教育の意義や重要性が

確認できれば、接続期教育に力をいれる園・小学校等が増え、小学校入学時の自尊心の低下を防ぎ、学

習等においても好影響が期待される。

研究の進捗状況　
　小学1年生対象の調査票の作成については、国内外の性格特性や、自我意識、自尊心、思いやりなど

社会情動的スキルに関わる調査研究を精査した。また、全国学力・学習状況調査、業者調査や、他の専

門組織の実施調査との整合性も図り、専門家の指導助言を得て、62問を策定し、さらには32問に絞り込

んだ尼崎市独自の小学1年生対象調査票を作成した。加えて、他市の協力校で小学1年生のサンプル調査

も行った。作成した32問のうち、10問については、尼崎市の承諾を得て、全ての小学1年生を対象に、

これまで2019年から2022年に調査を実施した。また賛同が得られた小学校においては、さらに加えて22

問の調査を実施し、各種データと照らし合わせて、その結果を分析した。つまり、市から提供された経

済状況、家庭形態、健診データ、予防接種の回数データ、あまっ子ステップ・アップ調査データなどのデー

タを解析し、幼小接続に関する尼崎市の実態について調査を続けている。なお、初年度である2019年度

調査での児童の回答状況を踏まえて、2020年度以降の調査では質問紙の回答形式を一部変更した。その

ため、分析においては、2020−2022年度の小学1年生のアンケート回答者8,110名（男子4,080名、女子4,030

名）を使用することとした。

現時点における研究結果の概要
　健康診断や、経済状況などに基づき、分析を行った。つまり、①予防接種の回数、②予防接種の種類、

③1歳半健診の受診有無、④3歳児健診の受診有無、⑤自治体階層（A-D10）、⑥家族形態（両親、ひと

り親）の6つの変数を用いて因子分析を行い、乳幼児教育・保育の実態に関わる因子を抽出した。その

結果、全分散の80.0％を説明する3つの因子が抽出された。第１因子が予防接種の接種状況を示す「予

防接種因子」、第２因子が各家庭の経済状況を示す「経済状況因子」、第３因子が乳幼児健診の受診状況

を示す「健診受診因子」であった。

　出身園別に各因子の因子得点の平均値を算出した。その上で、各園の因子得点の平均値をもとに階層

的クラスタ分析を行い、3つの因子得点の高低が類似したクラスタとして、出身園の園環境を分類した。

その結果、対象者の出身園は、5つのクラスタに分類された。クラスタ1（31園）は、経済状況因子の得

点がやや低く、その他の2因子は平均的な値であった。クラスタ2（32園）は、3因子ともに因子得点が

平均的な値であった。クラスタ3（25園）は、経済状況因子の得点が高く、その他の2因子は平均的な値
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であった。クラスタ4（12園）は、経済状況因子の得点が低く、健診受診因子の得点も低かった。クラ

スタ5（12園）は、経済状況因子の得点がやや高く、健診受診因子の得点が低かった。

　小学1年生を対象とした32問からなるアンケートを作成した。うちアンケートA（10問）については、

尼崎市の承諾を得て、全ての小学1年生を対象とした調査を実施した。賛同する小学校においては、加

えてアンケートB（22問）についても調査を実施した。社会情動スキルに関する小１アンケートにつ

いて、アンケートA（10問）とアンケートB（22問）における各項目に「はい」と回答した割合を年度

別に算出した。その上で、年度間の回答割合に有意差がみられるかを確認するため、χ2検定を行った。

　アンケート調査結果から、学校別、園別、地域別の状況について、特徴が明らかになった。アンケー

トAの項目のうち、年度間で「はい」と回答した割合に有意差がみられた項目は、A2「あなたは、み

んながおもいつかないようなことを、おもいついたり、かんがえたりしますか。」（好奇心）、A7「あな

たは、わすれものをしたり、あとかたづけをしなくても、きにしないほうですか。」（勤勉性）、A8「あ

なたは、ものごとがきになって、しんぱいしたり、どきどきすることがありますか。」（神経性傾向）の

3項目であった。

　アンケートBの項目のうち、年度間で「はい」と回答した割合に有意差がみられた項目は、B2「あな

たは、わからないことについて「なぜ、どうして」などと、まわりにきくことができますか。」（好奇心）、

B3「あなたは、ともだちときょうりょくすることができますか。」（協調性）、B4「あなたは、人にじぶ

んのきもちをつたえたり、あいてのきもちをきいたりすることができますか。」（協調性）、B5「あなた

は、じぶんがなにがしたいかを、いうことができますか。」（自己主張）、B6「あなたは、こまったとき

に、まわりの人にたすけをもとめることができますか。」（自己主張）、B7「あなたは、ともだちからい

やなことをされたら、「いや」「やめて」などと、いうことができますか。」（自己主張）、B8「あなたは、

ともだちとちがうかんがえだとわかっても、じぶんのかんがえをいうことができますか。」（自己主張）、

B16「あなたは、一どはじめたことは、さいごまで、がんばってやりとげることができますか。」（勤勉性）、

B17「あなたは、じぶんのことがすきですか。」（自尊心）、B18「あなたは、よくほめられますか。」（自

尊心）の10項目であった。いずれも2021年度入学の児童の肯定回答の割合が低下していた。

　上記のうち、年度間の回答割合に有意差がみられた項目について、クラスタごとの園環境の影響を確

認するため、クラスタ別に「はい」と回答した割合を集計し、年度間の回答割合の差についてχ2検定

を行った。その結果、項目への肯定回答の割合について、クラスタごとに異なる特徴がみられた項目と

して、A2「あなたは、みんながおもいつかないようなことを、おもいついたり、かんがえたりしますか。」

（好奇心）では、クラスタ1、クラスタ2、クラスタ4の園の出身者では、年度間の肯定回答の割合に有意

差がみられ、コロナ禍での自粛登園時期である2021年度に肯定回答の割合が低下する傾向がみられた。

特に、クラスタ4の園の出身者では、肯定回答の割合の低下が顕著であった。

　具体的にみると、B17「あなたは、じぶんのことがすきですか。」（自尊心）では、クラスタ1の園の

出身者で、年度間の肯定回答の割合に有意差がみられ、2021年度には肯定回答の割合が大きく低下して

いた。また、B18「あなたは、よくほめられますか。」（自尊心）では、クラスタ5の園の出身で、年度

間の肯定回答の割合に有意差がみられ、2021年度には肯定回答の割合が大きく低下していた。

　尼崎市調査内での項目間の比較においても、他調査との比較においても、「好奇心」にかかわる項目

についての肯定回答が低い傾向が明らかになった。しかし、年度ごとの変化を検討した結果、2021年と
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2022年では、6.4ポイントも上昇している。なお、2020年と2021年と比較した結果、肯定回答が増えた

項目は、32項目中5項目のみであったが、2021年と2022年とを比較した結果は、32項目中27項目であった。

園や小学校における集団保育の保障が、いかに子どもたちの社会情動的スキルの育ちに寄与するかが如

実に明らかになったと考える。

　保育者の研修の有無が、子どもの育ちや学びの姿に影響を与えることは、各種研究報告書で明らかに

なっている（OECD, 2020; OECD, 2021等）。実際に、社会情動的スキルに関する研修を月一回程度定期

的に行い、実践において子どもたちの意思決定を尊重し、話し合い場面を導入し、プロジェクト型保育

や好きな遊び等子どもの主体的な遊びを中心とした園において、本調査と同一項目あるいは類似した項

目についての調査結果を比較したところ、社会情動的スキルが著しく高いことが分かった。主体性を尊

重した好きな遊び中心の保育や、子どもの声や見解を尊重し、各種判断や決定を子どもにゆだねる保育

を展開することについて、自己主張が強く、協調性や規範意識の弱さを危惧する声もきかれるが、同

調査では「思いやり」や「協調性」が「自己主張」より著しく高いことも明らかになっている（北野、

2023参照）。

　尼崎市の調査においては、肯定回答の上位の15項目に、「協調性」と「自己主張」についての項目が

１つずつしか入っていなかった。これらについては、今後より詳細に分析する必要があると考える。ま

た尼崎市における研修の充実や支援がさらに充実されることを期待する。

　幼児教育と小学校教育の接続や連携に関しては、尼崎市の行政および実践の連携はさらにすすめられ

ている。令和4年1月に実施された幼保小全体研修会においても、参加者数が多く、小学校関係者の参加

率が高かったが、さらに継続的な研究会を本学附属幼稚園との連携も図りながら進めておられ、本年度

も研究大会等における実践研究の成果の発表を予定されており、研修や実践研究の発展を進めておられ

るので、今後の成果に期待したい。

　本研究では、引き続き2015年以降の5歳児データを対象として、つまり、2015年の5歳児未満について、

5歳児時点でのデータを分析した。経済状況、家庭形態、健診データ、予防接種の回数、あまっ子ステップ・

アップ調査などの検討を進め、乳幼児教育・保育の実態に関わる3因子（予防接種因子、健診受診因子、

経済因子）を抽出した。経済因子スコアが低い場合、小１時点のあまっ子ステップ・アップ調査の正答

率が有意に低いことや、経済因子スコアが高くても、健診受診因子のスコアが低いほうが、正答率が低

いことが明らかになった。これにより、経済的背景のみならず、保護者の子育てへの関心やかかわり方

が大切であることが示唆された。

今後の展望
　本研究により、社会経済的状況や保護者の子ども・子育てへの関心状況から、支援を必要としている

と予測される園が明らかになった。現在、さらなる分析を進めていく予定である。また、他地域データ

との比較、1年生調査の変化の確認、その後の育ちと学びの姿等の調査を、継続的に実施していきたい

と考えている。

　こども家庭庁は、子どもの権利条約の理念に基づき、保護者支援の観点からだけでなく、子どもの教

育権利保障の観点から、すべての子どもへの質の高い乳幼児教育の保障を目指していると考える。実際

に、一時保育等の保護者の就労支援とはまた別の文脈で、こども誰でも通園制度などもスタートした。
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研究の知見を踏まえた、乳幼児期にふさわしい遊びを中心とした子ども主体の保育が、施設保育のみで

はなく、家庭においても浸透することが期待される。実際に、幼児期までのこどもの育ちに係る基本的

なビジョン （はじめの100か月の育ちビジョン）があらわされ、広く浸透しつつある。また加えて、子

どもの主体性の尊重や、その声や見解を各種判断に反映させていくこと等が進められていくと考える。

　本研究で明らかになったように、一方で、保護者の子どもや子育てへの関心度が重要であることと、

他方で園における集団保育の保障が子どもの好奇心や探究心の育ちに不可欠であることを踏まえて、家

庭や園、学校が互恵的にそれぞれの機能を発揮することが望まれると考える。つまり、在宅児支援も含

めた家庭における、愛着形成や人間関係の希薄化に繋がらないような啓発が必要であると考える。また

園による家庭支援や、園で提供される質の高い乳幼児教育の保障が必要であると考える。さらには、各

種国際調査では、保育者の研修の有無が子どもの育ちに影響を与えることが明らかになっている。尼崎

市においても、アンケート調査や比較調査の結果を活かして、教育の質の維持・向上を図ることが望ま

れると考える。
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学習や学校生活における困難を改善する指導に関する実践研究

研究代表者
中尾　繁樹 （関西国際大学 教育学部 教授）

研究協力園
尼崎市立竹谷幼稚園/尼崎市立武庫幼稚園/尼崎市立園田幼稚園/

尼崎市立立花幼稚園/尼崎市立塚口幼稚園/尼崎市立長洲幼稚園/

尼崎市立大島幼稚園/他市協力2園

研究の概要
　「特別支援教育」は、児童生徒等一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や

学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導や必要な支援を行うものである。本研究では、本市

における幼児児童生徒等の実態を把握し、学習や学校園での生活上の困難を改善又は克服するための運

動プログラムの開発を行い、科学的根拠に基づく効果検証を行う。その上で、効果の高い実践を積み重ね、

市内学校園に展開することで、本市の子どもたちの豊かな学びや育ちに資することを目的とする。教育

総合センターが所管する「学びの先進研究サポート事業」で支援している教員の自主研究グループ（尼

崎インクルーシブ教育研究会）と連携し、実践研究を推進する。

　具体的には、インフォーマルアセスメント、SNS等の観察・検査等を実施する。そのアセスメントに

基づいて、昆虫太極拳等のリズム運動・サーキット遊び・ビジョントレーニング・ヨガトレーニング等

の実践研究を行い、運動プログラムの前後で子どもの変化を確認し、その効果を検証する。市内の賛同

を得られた学校園に効果の高い実践を展開し、実践の工夫改善を図る。また、幼保小が連携した取組を

検討・推進する。

期待される成果
　学校園の通常学級には、障害の有無にかかわらず、通常の条件の下では学習面や生活面で困難と感じ

ている子どもたちがいる。こうした子どもたちも特別な支援の対象に含め、教育の場や支援の内容につ

いても、一人ひとりの教育的ニーズに応える教育を実現する必要がある。そのニーズに応じた支援を行

うためには、学校園・学級で障害やそれに関連する困難を適切に把握し、子どもに寄り添った教育が展

開されることが重要である。本実践研究の結果、効果的な教育プログラムが確立されれば、その汎化を

図ることにより、学習や学校園での生活に困難を感じる子どもが減少し、より豊かな学びや育ちにつな

がることが期待できる。

研究の進捗状況
　尼崎市内協力7園と他市協力園2園で「立ち幅跳び」「ボール投げ」「タンデム歩行」等の客観的指標を

とり、分析することができた。運動プログラム前後での各項目での伸びと運動プログラム未実施園との

比較分析を行った。今後はサーキット遊びにターゲットを絞り、データ分析する予定である。
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現時点における研究結果の概要
　本研究では、ポイントを押さえた指導ができる具体的な遊びとプログラムを通し、作成した遊びと運

動プログラムの、幼児の運動能力を高めることに繋がる有効性を明らかにし、結果を基に、より効果的

な運動プログラムを提案することを目的とする。

⑴　運動プログラム実施前と4 ヶ月実施後に①立ち幅跳び②ボール投げ（①②は幼児運動能力研究会の

ＭＫＳ幼児運動能力検査）③タンデム歩行を行う。

⑵　運動プログラムの実践（4か月　毎日　15分）

　短期間では効果が見られなかったり、長期間では、通常発達による影響がより多くなったりする

ことが想定されるため

⑶　運動プログラムを積極的に実施した園（尼崎市協力園）と実施しなかった園（他市協力園）で、比

較検証をする。

⑷　子どもの運動能力を高める運動プログラムの効果検証をする。

⑸　タンデム歩行

　室内に幅５センチ、長さ4メートルのテープ（直線）を貼り、ビデオカメラ1台（正面）で開始か

ら終了まで全身が映るように撮影する。（2回ずつ）

⑹　結果から

　運動プログラム（青竹踏み、ケンパ、昆虫太極拳、さくら・さくらんぼのリズム遊び）を4か月

実施した幼稚園と、非実施園の幼稚園で記録の伸びを比較した。

　①ボール投げの結果

　ボール投げの記録（図1）の平均については、1回目の記録は実施園非実施園の差があるかｔ検定を

行ったところ、有意な差は見られなかった。（t=0.224、df=171、n.s）

　しかし、２回目の記録の平均には有意差が見られた。（t=2.048、df=171、p<.0.1）1回目と2回目の伸

びの平均にも有意差が見られた。（t=-3.709、df=171、p<.0.1）2回目の記録の平均と伸びの平均におい

ては、実施園と非実施園に1％よりさらに小さい水準で、有意差が認められた。このことから、ボー

ル投げにおいて、実施園の伸びが非実施園と差が認められ、運動の効果があると言える。

図  の結果からࡆᢞ࣮ࣝ࣎ �
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　②立ち幅跳びの結果

　立ち幅跳びの記録の平均には1回目の記録の平均（t=-2.701、df=171、p<.0.1）、2回目の記録の平均

（t=0.789、df=171、p<.0.5）、1回目と2回目の記録の平均の伸びにおいて（t=3.107、df=171、p<.0.1）、

有意差が見られた。立ち幅跳びの1回目の記録の平均が実施園よりも非実施園の方が高かったが、2回

目の記録の平均は実施した園の方が記録の平均が高くなった。非実施園には、1回目に出た記録より

も下回った子どもが複数名いた。立ち幅跳びにおいても、実施園と非実施園に1％水準で、有意差が

認められた。この結果から、立ち幅跳びにおいても、実施園の伸びが非実施園と差が認められ、運動

の効果があると言える。

　③タンデム歩行の結果

　タンデム歩行の検査では、両肩2点を結んだ線角度を計測した。数値を絶対値にし、平均値が大き

い子どもと、小さい子どもを抽出した。ブレの大きい子どもは、表の数値測定の回数が多くなってい

る。一歩目から大きく左右にぶれていることが分かる。体のブレを中心に戻して、体勢を立て直して

次の一歩を出すまでに時間がかかっている。体のブレが小さい子どもは、少しぶれても、体を立て直

していることが分かる。また、上手に歩いているように見えても、歩き始めから常に片側に傾いてい

る子どもがいることから、体のバランスをとったり姿勢を保ったりすることのできる力を養うことが

必要となっていると考える。

今後の展望
　今回は、運動プログラム実施園と非実施園のボール投げと立ち幅跳びの記録平均の伸びを比較した。

4歳児5歳児を対象に行ったが、全体としては運動の効果が出ていたが、4歳児については、効果があま

り出なかった。5歳児については大きく運動遊び実施園は運動能力が高まり、運動プログラムの効果が

明らかになった。歩行の成長は、4歳頃に中枢神経の発達とともに大人に近づいていくと言われている。

対象の4歳児に、中枢神経の発達が未発達である子どもがいたことも考えられる。様々な動きを獲得で

きないまま進級している子どももいる。現在、幼稚園は3年保育が主流になり、3歳児も幼稚園で長い時

間過ごしているが、様々な動きを獲得できないまま進級している子どももいる。現在は検査対象が4歳

児5歳児を対象にしたものが多い。今後、3歳児を対象にした研究が必要であると考える。また、本研究

は、十分な分析を行うことが出来ておらず、継続的な研究が必要である。

図 2 　 立ち幅とびの結果から 
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　保育現場においては、子どもたちが主体的に「やりたい」「遊びたい」と集まってくる環境を設定し、

遊びと運動プログラムのポイントを理解した保育教諭が、その効果や意欲を、子どもや保護者と共に喜

び合うことが、重要であると考える。子どもたちの運動特性に沿った指導法や課題、配慮の工夫などを

含め、実施対象や期間、内容を再検討し、幼児の運動能力を高める遊びと運動プログラムの構築や実践

を積み上げていきたいと考えている。
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周産期から幼児期までの状況が発達や学力の向上に与える影響
研究代表者
永瀬　裕朗（神戸大学大学院 医学研究科 特命教授）

研究協力者
西山　将広（神戸大学大学院 医学研究科 客員准教授）
山口　　宏（神戸大学大学院 医学研究科 特命講師）
徳元　翔一（神戸大学医学部附属病院 助教）
老川　静香（神戸大学大学院 大学院生）
川村　　葵（神戸大学大学院 大学院生）
大東　寧代（尼崎市こども青少年局 こども相談支援課 参事）

研究の概要
　発達障害の予測因子として周産期から幼児期までの様々な状況（早産、低出生体重、母体喫煙、発達
のマイルストーン不通過）が報告されており、児童の発達や学力の向上を目指す上でも周産期から幼児
期までの状況を分析することが必要である。本研究では、周産期から幼児期までの状況と就学後の発達
や学力を縦断的に追跡することで、児童の発達、学力に与える状況が何かを明らかにする。さらに、乳
幼児期のどのような環境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを
分析する。

期待される成果
　本研究では、周産期から幼児期までの状況と児童の発達や学力を縦断的に分析することで、周産期因
子、生後の環境因子がどのように学力を始め、その後の発達や困難の克服、自己肯定感の向上等に影響
するかが明らかとなる。周産期因子において発達の課題や学力が低い可能性が予測された場合には、生
後の環境因子を整えることで、生活や就学時における困難の克服や、最終的な学力向上を達成できる可
能性がある。さらに、個別のニーズに応じて、最適な乳幼児期の生活習慣を知るとともに、画一的では
ない最適な教育環境の提供に貢献することが期待され、児童が学校・家庭での日々の生活を快適に送る
ことに寄与する。

研究の進捗状況
　妊娠届、出生時情報、乳幼児健診情報、就学時の学力、就学時のアンケートを統合して、周産期から
乳幼児期までの状況とその後の発達や学力との関係を縦断的に結びつけて解析した。
　これまでに、出生時や乳幼児期の状況（性別、在胎週数、出生月、出生児の母年齢、家庭の経済状況、
乳幼児健診の通過状況や問診所見）と発達・学力・非認知能力との関係を分析し、乳幼児期の睡眠習慣
の影響が示唆された。今年度はこれまで行ってきた乳幼児期の睡眠習慣や食生活などの生活習慣が学力・
非認知能力の向上に寄与しうるかの分析に加え、認知機能の中のどの機能により関連があるかを分析す
る。

現時点における研究結果の概要
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⑴　出生時や乳幼児期の状況と発達および学力との関係
　3歳児健診で身体所見のチェックが入る割合は性差が小さかったのに対して（男児：9.4%、女児：
9.0%）、精神発達のチェックが入る割合は男児で高かった（男児：7.3%、女児：2.4%）。出生体重や在
胎週数による影響は小さかったが、出生体重が1500g未満の児と、在胎33週未満の早産児では、3歳
時点でチェックが入る割合が高かった。
　男児、低出生体重、早産は、それぞれ学力とも負の相関を認めた。性別の影響は国語で大きく、出
生体重と早産の影響は算数で大きかった。乳幼児健診での精神発達通過状況も就学時の学力と関連し
た。3歳時点で「自分の名前が言えない」「物の大小がわからない」等に該当すると学力が低下したが、

「ひとり遊びにふけっている」「ひとりでおしっこができない」等は学力との関連がなかった。
⑵　出生時や乳幼児期の状況と非認知能力との関係

　学童のアンケートによる自己評価に基づいて非認知能力の判定を行った。女児に比べて男児では自
己肯定感、勤勉性、利他性のいずれも低評価であった。在胎37週以上の正期産児と比べて在胎33週未
満の早産児では自己肯定感が低いものの、勤勉性が高い傾向を認めた。さらに、正期産児に比べて在
胎33週から36週の後期早産児では利他性が高かった。

⑶　どのような生活習慣が発達や学力の向上に寄与しうるか
　これまでの解析では、3歳時点での生活習慣で「食事量が少ない」ことは就学時の学力と関連しな
かったが、「就寝時刻が遅い」「テレビの視聴時間が長い」場合には学力が低い傾向を認めた。親の関
わり方や気持ちで「こどもをよく叱る」ことは学力と関連しなかったが、「こどもにイライラする」
場合には学力が低い傾向を認めた。特に「就寝時刻が遅い」場合、出生時状況（性別、在胎週数、出
生月、経済状況など）や3歳児健診での精神面の通過状況と独立して学力低下との相関を認めた。「朝
起きる時間が遅い」「朝食を毎日食べる習慣がない」場合には学力が低い傾向となることが明らかに
なった。また、世帯収入の低いこどもは「３歳時の朝食摂取習慣」がない児の割合が多く、「３歳時
の朝食摂取習慣」と学力との検討において、「経済状況」が交絡因子となることが示された。
　３歳時点での睡眠習慣は非認知能力と関連した。自己肯定感には有意差はなかったが、就寝時刻が
18-20時台である場合と比べて21時以降の場合では勤勉性および利他性が低かった。一方、３歳時点
でのテレビ視聴習慣は自己肯定感、勤勉性、利他性のいずれとも関連しなかった。

　出生体重1500g未満の児および在胎33週未満の早産児では、発達や学力低下との関連を認め、これら
の児に対しては特別な配慮や支援の必要性が高いことが示唆された。一方で、早産児に勤勉性や利他性
が高い傾向がみられることは、乳幼児期の配慮や支援が効果的に行われている結果かもしれない。さら
に、乳幼児期に「就寝時刻を早める」「こどもにイライラしない」ことが達成できれば、発達や学力の
向上に寄与することが示唆された。特に、乳幼児期に睡眠習慣を整えることにより、学童期の学力に加
えて非認知能力も向上することが期待される。

今後の展望
　今回までに検討できていない周産期因子や幼児期までの状況と、発達・学力・非認知能力との関係を
分析する。乳幼児期の環境を整えることにより、発達や学力に加えて困難の克服や自己肯定感の向上等
に寄与するかを細かく分析していく。さらに、出生時や乳幼児期の状況と身体発育との関連も明らかに
するとともに、周産期から幼児期早期までの状況にて層別化された対象において、その後のどのような
環境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを分析する。
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尼っこ健診・生活習慣病予防コホート研究

研究代表者
野口　　緑（大阪大学大学院 医学系研究科公衆衛生学 特任准教授）

研究協力者
磯   　博康（国立国際医療研究センター グローバルヘルスセンター長）

大山　飛鳥（大阪大学キャンパスライフ健康支援・相談センター 特任助教）

坂庭　嶺人（大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 特任助教）

岡田　知雄（神奈川工科大学 特任教授）

原　　光彦（和洋女子大学 家政学部 健康栄養学科 教授）

岩田富士彦（若草子どもクリニック院長）

阿部百合子（日本大学 医学部医学教育センター 准教授）

斉藤恵美子（東京家政学院大学 人間栄養学部 教授）

研究の概要
（1）学童期、思春期の体格と生活習慣との関連

　これまでの研究結果から、学童期、思春期の体格に、出生時の体格が最も関連が強いが、肥満度を上

昇させる要因として、就寝時間が22時以降であること、体育など学校活動以外の身体活動時間が1日120

分未満であることが明らかとなった。また、母の非妊娠時の体格がやせから正常の場合、妊娠中の体重

増加が大きいほど、出生時体重が大きいが、非妊娠時に母が肥満であった場合、あるいは、妊娠高血圧

症が疑われる場合、母がやせから正常のグループと比べて、子どもの出生時体重が小さくなる傾向が見

られた。

（2）出生時からの体重増加と生活習慣との関連

　出生時から中学３年までの体重増加の量をもとに層別化し、Trajectory Analysisを用いて、体重増

加量と学童期から思春期の生活習慣との関連を分析した結果では、体重増加量が多い群は、他のグルー

プと比べて、就寝時間が40分以上遅い、身体活動時間が短い、野菜の摂取量が少ないという、これまで

の分析結果を支持する結果であった。また、1人親世帯の割合が高い傾向がみられた。これらのことから、

体重増加に就寝時間や身体活動量が関連していることに加え、家族構成などの子どもを取り巻く環境も

影響していることが示唆された。

（3）乳児期の母の育児負担と学童期の子どもの体格

　他の自治体データから、母の育児負担が学童期の体格と関連している可能性が示唆されている。しか

しながら、他の自治体と比較して、尼崎市乳幼児健診で聴取された保護者の育児不安（育児負担）あり

の回答割合が少ないことから、母の育児負担と子どもの体格について、尼崎市の状況を明らかにするた

めには、追加の調査が必要かもしれない。

（4）その他

　2019 ～ 2021年の尼っこ健診結果を用いて、コロナ蔓延前後の生活習慣病関連指標の変化について分
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析を進めたが、得られたデータから特筆すべき点を導き出すことはできなかった。

（5）尼崎市における小児FHの頻度

　家族性高コレステロール血症（Familial Hypercholesterolemia：FH） は、LDL受容体及びその関連遺

伝子の変異による遺伝性の疾患で、高LDL コレステロール血症になる。したがって、動脈硬化性疾患

の発症リスクが高く、成人期以降の早発性虚血性心疾患を予防するためにも小児期からのスクリーニン

グや介入が重要とされる。そこで、望ましいフォローアップのしくみを検討する一助になることを目指

して、尼っこ健診結果から、ＦＨが疑われる小児のLDLコレステロールの程度や頻度を分析している。

他県で小児ＦＨを体系的にフォローアップしている例があるが、そうした内容も参考にする。

期待される成果
　これらの研究を通じて、どのような要因が、小児期の肥満をはじめとした生活習慣病指標に影響する

かを明らかにできるとともに、成人期の循環器疾患の予防にどのような条件が必要かを明らかにするこ

とに貢献できる可能性がある。

　研究結果は乳幼児健診、尼っこ健診などを通じた市民へのフィードバックや、学校教育活動を通じて

児童・生徒、保護者に提供できる。これらを通じて、小児期早期から生活習慣病予防の教育や啓発に貢

献し、子どもの時期から健康的な生活習慣が定着することが期待される。

研究の進捗状況
　解析データの整備、問診内容のデータクリーニングに時間を要している。

　　

現時点における研究結果の概要
　現在、精力的に分析を進めているところである。

今後の展望
　あまっこが将来の動脈硬化性疾患を起こさないため、小児期で注意したいリスクファクターを特定し

ていく。
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尼崎市におけるヤングケアラーの実態調査と課題解決に向けた手法の検討

研究代表者
濱島　淑恵（大阪公立大学大学院 現代システム科学研究科 教授）

研究協力者
宮川　雅充（関西学院大学 総合政策学部 教授）

尾形　祐己（京都光華女子大学短期大学部 歯科衛生学科 助教）

神　光一郎（大阪歯科大学 医療保健学部 口腔保健学科 教授）

中塚美智子（大阪歯科大学 医療保健学部 口腔工学科 教授）

研究の概要
　ヤングケアラーとは、障がい、疾病、幼い、高齢である等のためにケアを要する家族がおり、そのた

めに家事、介護、感情面のサポート、年下のきょうだいの世話等をしているこどものことをいう。近年、

複数の自治体において実態調査が実施され、ヤングケアラーの存在割合が示されている。また、ヤング

ケアラーの方が、ケアをしていないこどもよりも生活満足感が低い、精神的苦痛が大きい、遅刻、欠席

が多い等を示した調査研究があるが、こどもがケアを担うことによる影響については、十分な検討がな

されているとはいいがたい。

　本研究は、尼崎市における１）ヤングケアラーのケアの実態、抱える問題を明らかにし、２）いかな

る場合にケア負担が大きくなり、問題が生じるかを検討し、３）それらの結果から尼崎市におけるヤン

グケアラー支援（スクリーニング、アセスメントのツール開発、支援の方法等）について具体的に提示

することを目的として、以下のことに取り組んできた。

（１）学校に通うこども自身に対する質問紙調査を実施し、尼崎市におけるヤングケアラーの存在割合、

ケアの状況（相手、内容、頻度、時間数等）を示し、①ヤングケアラーの存在割合は7.3％、②よく世

話する相手は妹・弟が最も多く、次いで母と続いたが、中学生になると、きょうだいの割合が下がり、親、

祖父母の割合が高くなったこと、③ケアの頻度はほぼ毎日ケアをしているケースが半数以上、学校がな

い日のケアの時間1時間未満の者が約半数を占めたが、4時間以上のケースも約7％であり、④1人でして

いるケースは36.4％であったこと等を示した。

（２）こどもが担っているケアの状況と学習面（国語と算数の合計点の偏差値、平日、休日の勉強時間、

学びの基礎力等4項目：学びの基礎力、社会的実践力、学級力、家庭学習力）との関連を検討した。そ

の結果、担っているケアの頻度が高い者の方が学びの基礎力等の得点が高いが、国語と算数の偏差値が

低く、勉強時間が短い傾向がみられ、ケアを担うことにより学習面に影響が生じている可能性が示唆さ

れる結果となった。

（３）令和5年度はヤングケアラーの健康状態のひとつとして口腔内の状態に着目し、ケアの状況との関

連について検討する。
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以上の研究成果を踏まえて、どのような条件下において、負の影響が生じやすいか、ヤングケアラーの

スクリーニング、アセスメントの方法、有効な支援について検討していく予定である。

期待される成果
　本研究は、尼崎市におけるヤングケアラーの実態把握、ヤングケアラー支援を実施する際に必要とな

るヤングケアラーの発見ツールの開発、有効な支援方法の検討に貢献するものである。特にヤングケア

ラーという概念と支援を教育と福祉の現場で導入することは、こどもたちの養育、学習環境の改善に寄

与し、ひいては学力、自己肯定感、健康状態の改善、向上に大きく寄与すると考えられる。

研究の進捗状況
　令和5年度は、口腔内の状態に着目し、こどもが担う手伝い、世話の状況との関連を検討することで、

ケアを担うことによる口腔内の健康への影響について検討した。

現時点における研究結果の概要
（１）使用したデータ

　令和3年に実施されたヤングケアラーに関する実態調査の結果、住基データ、学校歯科健診のデータ

を用いた。すべてヤングケアラーに関する調査が実施された令和3年のデータを用いており、当該年度

において小学6年生、中学1年生のデータを用いた。

（２）分析方法

　住基データおよび学校歯科健康診断において欠損値がなかった者を分析対象とした。

　学校歯科健康診断の結果にもとづき、永久歯未処置歯、要観察歯、歯垢、歯肉の4項目の状況を集計した。

こどもが担うケアの状況について、学校がない日の手伝いの時間、普段している家事・手伝いの状況（「家

事」の頻度、「家族の世話（身体的介助）」の頻度）を集計した。

　各学年について、こどもが担うケアの状況と学校歯科健康診断の結果との関連を、交絡因子（性別、

就学援助の状況、地区）の影響を調整したロジスティック回帰分析により検討した。

　なお、こどもが担うケアの状況については、欠損値があった場合、その都度除外して分析した。

（３）結果

①　分析対象　　

　分析対象は、5054名（小学6年生：2540名、中学1年生：2514名）となった。なお、こどもが担うケア

の状況に関して欠損値があった場合、その都度除外したため、分析によってnは異なる。

②　回答者の基本属性

　性別は小学6年生では男性が1265名（49.8%）、女性が1275名（50.2%）、中学1年生では男性が1256名

（50.0%）、女性が1258名（50.0%）であった。

　就学援助は、該当なしが小学6年生は2097名（82.5%）、中学1年生は2013名（80.1%）、準要保護が小学

6年生は395名（15.6%）、中学1年生は435名（17.3%）、要保護が小学6年生は48名（1.9%）、中学1年生は

66名（2.6%）であった。
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③　口腔内の状態

　永久歯未処置歯がある者の割合は、小学6年生で10.4%、中学1年生で13.5%であった。要観察歯がある

者の割合は、小学6年生で11.3%、中学1年生で19.2%であった。歯垢が付着している者の割合は、小学6

年生で12.2%、中学1年生で17.1%であった。歯肉に関して何らかの異常が認められた者の割合は、小学6

年生で7.0%、中学1年生で14.9%であった。

④　ケアの状況

　学校がない日の手伝いの時間については、小学6年生、中学1年生のいずれも、「1時間未満」と回答し

た者が、それぞれ69.0%、70.7%と最も多かった。一方で、「2時間～ 4時間くらい」と回答した者が、そ

れぞれ4.9%、5.3%いるなど、個人差が認められた。

　家事の頻度については、小学6年生、中学1年生のいずれも、「ときどきする」と回答した者が、それ

ぞれ34.4%、34.5%と最も多かった。「いつもする」と回答した者がそれぞれ22.4%、18.2%であった一

方で、「まったくしない」あるいは「めったにしない」と回答した者は、それぞれ、12.9%、15.5%であった。

　身体的介助については、小学6年生、中学1年生のいずれも、「まったくしない」と回答した者が、そ

れぞれ35.7%、36.1%と最も多かった。一方で、「いつもする」と回答した者は、それぞれ12.6%、9.6%で

あった。

　以上のように、こどもが担っているケアには、大きな個人差が認められた。

⑤　口腔内の状態とケアの状況との関連

　交絡因子の影響を調整したロジスティック回帰分析で、有意な関連が認められた結果のみを以下に示

す。なお、後述の通り、「学校がない日のお手伝い時間」および「身体的介助の頻度」については口腔

内の状態との間に有意な関連が認められたが、「家事の頻度」については、口腔内の状態との間に有意

な関連は認められなかった。

　永久歯未処置歯については、小学6年生において、「学校がない日のお手伝い時間」ならびに「身体的

介助の頻度」との間に有意な関連が認められた。また、中学1年生では、「学校がない日のお手伝い時間」

との間に有意な関連が認められた。これらの分析結果から、手伝い、身体的介助をしている者ほど、永

久歯未処置歯がある者が多いことが示唆された。

　要観察歯については、小学6年生において、「学校がない日のお手伝い時間」との間に有意な関連が認

められた。中学1年生では、要観察歯と「身体的介助の頻度」との間に有意な関連が認められた。これ

らの分析結果から、手伝い、身体的介助をしている者ほど、要観察歯がある者が多いことが示唆された。

　歯垢については、中学1年生において、「学校がない日のお手伝い時間」との間に有意な関連が認めら

れ、手伝いの時間が長い者ほど、歯垢が付着している者が多いことが示唆された。

　歯肉については、中学1年生において、「学校がない日のお手伝い時間」との間に有意な関連が認めら

れ、手伝いの時間が長い者ほど、歯肉の状態が良好ではない者が多いことが示唆された。

　なお、上記分析において、いずれの交絡因子に関しても有意なオッズ比が認められている場合があっ

た。詳細は、本報告では割愛するが、特に、就学援助の状況と地区については、口腔内の状態との関連

が強いと考えられた。一例をあげると、中学1年生の永久歯未処置歯に関する分析では、就学援助（該

当なし・準要保護・要保護の3群）との間に有意な関連が認められており（p=0.009）、「該当なし」を基

準とした場合の「要保護」のオッズ比は1.974（95%信頼区間：0.907−4.297）、「準要保護」のオッズ比は1.616
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（1.139−2.293）であった。

（４）考察　

　家の手伝いや家族の世話等を行う時間が長いほど、口腔内の状態が思わしくないことが示唆される。

また、何らかの経済援助を受けている家庭の方が、永久歯未処置歯がある者が有意に多いと考えられ、

歯科治療が後手に回っていることが考えられる。

　口腔内の状態の悪化は、食事面だけでなく、全体的な健康状態に関連し、社会生活をも困難としうる

ものであり、決して軽視されることではない。特にこどもの時から口腔状態が思わしくない場合、その

影響は生涯にわたると考えられる。

　近年、日本でも「口腔の健康格差」が存在し、「子どもの歯の生活習慣にまで手が回らないほど生活

に余裕がないことが口腔崩壊（むし歯が10本以上ある、歯の根しか残っていないような未処置歯が何本

もあるなど、咀嚼が困難な状態）１）の原因」との結論が出ている２）。したがって、口腔内の状態が

思わしくないこどもについて、その原因を検討する際、こどもが担う手伝いや世話等、家庭の状況を考

慮しつつ、注意深く観察し、場合によっては学校で口腔衛生指導や受診勧奨などを行っていく必要があ

るものと考えられる。 

　2024年6月に「子ども若者育成支援推進法」が改正され、必要性、緊急性が高いヤングケアラーを優

先的に支援する必要が通知で示された。今回の結果を踏まえると、優先的に支援すべきヤングケアラー

を把握する際、ケアの状況、特にケアの時間、身体的な介助の頻度はひとつの指標になりうると考えら

れる。

今後の展望
　これまで、こどもが担うケアの状況と学習面、健康面との関連を検討してきたが、こども家庭庁が示

すような緊急性を要するヤングケアラーを抽出するために目安となりうる指標を検討する予定である。

参考文献

１）加藤擁一．論考　学校歯科治療調査から見える子どもの貧困と口腔崩壊の現状：月間保団連 2017; 

1252: 28-33．

２）相田　潤．特集　多発う蝕・重症う蝕を探る　口腔崩壊と健康格差の背景要因を探る：小児歯科臨

床 2012; 17（2）：29-34．
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就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響

研究代表者
藤澤　啓子（慶応義塾大学 文学部 教授）

研究協力者
中室　牧子（慶應義塾大学 総合政策学部 教授）

深井　太洋（学習院大学 経済学部　准教授）

Le Quang Chien（慶應義塾大学 政策・メディア研究科 特任助教）

喜屋武　亨（琉球大学 医学部保健学科 准教授）

鬼塚　浩明（京都大学大学院 医学研究科 院生）

埋橋　玲子（大阪総合保育大学大学院 児童保育研究科 教授）

研究の概要
　本研究では、尼崎市における行政記録情報を用いて、妊娠時の母親の健康状態とその後の子どもの発

育状況を追跡したデータを構築する。構築したデータを用いて、妊娠時の母親の健康状態と出生体重、

子どもの乳幼児健診データを用いた発育状況、就学前教育施設の利用状況、小学校入学後の身体発育や

学力などとの関連を検証する。

期待される成果
　尼崎市の妊婦健診・妊娠届データには、妊娠週数、体重、血圧、尿蛋白、尿糖、尿潜血などの母親の

妊娠時の健康に関する詳細な情報が含まれている。また、1歳半健診や3歳児健診データには、身長体重

といった基礎的な発育情報だけではなく、質問票への回答に基づいて子育て状況や発育状況、小児科医

の所見など、様々な観点からの発育評価が含まれている。こうした母子の健康状況を悉皆的に記録した

データは海外に目を向けても稀有であり、大変貴重である。さらに、こうした胎児期（母親の妊娠期）

からの健康状態と就学後を見据えた子どもの長期的な発育との関連を分析した先行研究は少ないため、

本研究の学術的な貢献度は大きい。さらに、本研究により母親の妊娠時の健康状態や乳幼児期の発育状

態と就学後の子どもの身体発育や学力、精神的健康などとの関係や、その関係における就学前教育との

関連が明らかになれば、成長時期に応じた妊婦ないし乳幼児への適切なケアや就学前教育が明らかとな

り、安心して子どもを出産し、子どもが健やかに成長するための支援体制を作ることにつながる。

研究の進捗状況
　利用可能な妊婦健診及び乳幼児健診データに入力されている内容についての不明点を尼崎市担当課に

問い合わせて確認をおこない、必要な資料を送っていただいた。またデータによってはデータ欠損がシ

ステマチックに生じているように見えるものがあり、その点についても研究所とやり取りをして確認さ

せていただいた。確認すべき点は概ね明らかにできた。その後、妊娠期データ、乳幼児健診データ、保

育利用データについて住基データと妊娠週数の情報を利用し母親のデータと子どものデータを結合させ
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ることができることを確認した。また、子どもの家庭の経済状況と保育利用データ、就学後の身体発育

のデータを結合させ分析を進めている。

現時点における研究結果の概要
　2011年～ 2015年度生まれかつ2022年度に住基台帳に登録があった児童を対象に、家庭の経済的困難

（生活保護受給または就学援助の受給）、小学校入学時点の身長と体重、就学前教育の利用のデータを用

い、小児期の家庭の経済的困難と子どもの肥満に着目した分析をおこなった。その結果、先行研究で示

されているのと同様に、家庭の経済的困難と子どもの肥満には正の関連が認められた。両者の関係を就

学前教育の利用が緩和するかという点について検討を進めている。

今後の展望
　ここまでは、データ内容の確認や各種データの結合可能性についての検討を中心に進めてきた。時間

がかかったものの、母親の情報と子どもの情報を結合させることが可能となり、胎児期（妊娠期）から

の長期的なスパンでの検討に進めることとなった。今後、先行研究のレビューとともに、分析モデルの

検討を進めていく予定である。また、2020年からのコロナ禍という予期せず生じた自然実験の状況を利

用し、パンデミック下の妊産婦の保健衛生や子どもの発育といった観点からの分析も視野に入れている。





学びと育ち研究所報告会記録
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　尼崎市長の松本眞です。第 7 回尼崎市学びと育ち研究所報告会ということで、この研究所も 7 年
目を迎えました。尼崎市においては、市役所内のデータを集めて有効活用し、政策に活用していこ
うという動きをしておりまして、そのためのプラットフォームが尼崎市学びと育ち研究所になりま
す。
　市の中で匿名加工化したデータを用いて、研究者の皆さんと研究テーマを協議しながら、一定の
政策的な検証をしていく取組です。こういうことができている自治体は全国でもほとんどないとい
う認識であり、そういう意味では、それぞれの政策分野の発展にも非常に貢献をしていると自負を
しております。
　今後もこういった取組が維持できるように、今日のシンポジウムを通じて、それぞれの政策課題
について共有するとともに、市民や多くの教育政策、子育て政策に関わる皆さんに、応援をいただ
ける環境ができればと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

開会挨拶

尼崎市長　松本　眞
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大竹所長
　みなさん、おはようございます。研究所の
所長をしております大竹です。私たちのチー
ムは、尼崎市のデータを使って、「教育環境
が学力に与える影響」というテーマで分析を
しています。本日は、佐賀大学の浅川さん、
日本経済研究センターの阿部さん、神戸大学
の佐野さん、摂南大学の名方さんというチー
ムで分析をしている結果をお話ししたいと思
います。
　今日報告させていただきますのは、3つの
テーマに関わる内容です。一つ目は、1クラ
スの児童生徒の人数が多い大人数学級なの
か、少人数学級なのかということで、子ども
たちの学力や非認知能力がどのような影響を
受けるのかという研究をしました。
　その結果は、意外なことに学級サイズと学
力の間には相関はどうもなさそうだというも
のでした。その理由は、実は学級サイズが大
きくなると、学校での学習状況が十分でない
と感じた親が、家庭で自分自身か塾などに行
かせて子どもの勉強の面倒を見るというかた
ちになるからだというものです。しかし、そ
ういう対応をなかなかすることが難しい家庭
の子どもたちは、学力面で影響を受けること
があるということがわかりました。詳しくは
後で報告します。
　それから、二つ目にお話しする内容は、尼
崎市でも行われている学習支援事業です。そ

の参加者の特性について分析をしました。学
習支援事業というのは、生活保護の子どもた
ちを対象にして高校進学を促すようにする、
学力を高めるという取組なのです。私たちは、
どのような子どもたちが学習支援事業に参加
しているのかということを尼崎市のデータで
分析をしました。
　その結果、確かに学力の低い子どもたちが
この学習支援事業の対象になっているという
ことはわかりました。しかし、生活保護を受
けている子どもたちの中に、もっと支援が必
要な子どもたちがいるのだけれども、全員に
は行き渡っていないということも明らかに
なったのです。
　そして、三つ目なのですけれども、長期欠
席の子どもたち、年間30日以上学校を休む子
どもたちというのがどういう子どもたちなの
かということを、小学校、中学校のデータを
もとに明らかにしました。その結果わかった
ことは、同居している親族が一人であること、
そして生活保護世帯、さらに算数・数学の学
力が低い子ども、クラス内の学力順位が低い
子どものリスクが高いこということです。ま
た、ビッグファイブといわれている性格特性
も影響しています。「外向性」、「協調性」、「勤
勉性」、「精神安定性」が低い子どもはリスク
が高い。しかし、ビッグファイブの中で「経
験への開放性」というものがあるのですけれ
ども、これは新しいことに挑戦することが好

研究報告（1）
「教育環境が学力に与える影響」

所長　大竹　文雄（大阪大学 感染症総合教育研究拠点 特任教授）
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きだというタイプなのですが、「開放性」が
高い子どもたちも、長期欠席のリスクが高い
という意外なことがわかりました。
　以上の点について、もう少し詳しくお話し
していこうと思います。

　まず、学級サイズについての分析です。
　学級サイズの効果を分析する上で私たち経
済学者が行うのは、学級分割のルールを使っ
て、学級サイズの変更のショックで、学級サ
イズから学力への因果関係を明らかにすると
いうものです。1学年の人数が、例えば小学
校であれば35人以上になるとクラス分割が行
われ、次に70人になるとまたクラスが2クラ
スから3クラスというふうに分かれるという
ルールがあります。そうすると、ここでクラ
スサイズの分断という大きな変化が起こると
いうことがあります。小学校5年生から中学2
年生だとこの基準が40人になるのですけれど
も、こういった変化を使って、こちらはクラ
スサイズが大きくてこちらはクラスサイズが
小さいという状況なのですけれど、この差を
使って、学力に違いが出てくるかどうかとい
うのを検証するという方法を使っています。
このような手法を使うのは、次の理由です。
教育熱心な親が、学級のクラスの人数が少な
くて学力が高い学校があったとすれば、その
学校に子供を転校させるという影響があるか
もしれません。もしそうなら、学力から学級
サイズへの影響があるので、学級サイズから
学力への影響を正しく捉えることができませ
ん。
　結果がグラフで示されています。グラフの
真ん中にある縦の線の基準のところよりも左
側が学級規模が大きいグループ、右側が小さ
いグループなのですけれども、これは小学校
1年生から6年生の算数の成績ですが、小学校
ではわずかに学級規模が小さい方が算数の成
績が大きいように見えますけれども、その差

はほとんどありません。しかし、中学校の1・
2年生だと、学級規模が大きいほど算数の成
績がいいという予想外の結果が得られます。
　「勤勉性」について見ると、これは小学校
ではほとんど学級サイズとは関係ない。一方
で、中学生になると若干ですけれども、学級
規模が大きいほど「勤勉性」が高いという、
これも予想外の結果が出ます。
　今の結果というのを、回帰分析という操作
変数法といわれている方法を使っても、同じ
結果が観察されます。しかし、就学援助の受
給をしている世帯の子どもたちについては、
学級サイズが小さいほど算数の成績が良くな
るように見えます。中学生になるとその効果
ははっきりしていない。ただ、中学生になる
と不受給世帯の方が、学級サイズが大きいほ
ど学力が高くなるという結果がより鮮明に見
えます。就学援助の違いについて回帰分析を
しても同じ結果です。
　これはどうしてか。この理由が、例えば家
計の反応にあります。勉強時間を見ると、学
級規模が大きくなるほど、小学生では家庭で
の勉強時間が長い。中学生でも同じ傾向があ
ります。あるいは、家の人が勉強を教えてく
れるという効果も見ると、中学生で特に学級
規模が大きいほどそういう人がいるという子
どもたちが増えます。これも同じことが回帰
分析でもいえるというわけです。
　そして、就学援助を受けている子どもたち
には、学級サイズが大きくなって勉強時間が
上がるという効果がなくなってしまうという
ことなのです。
　まとめますと、クラスサイズと学力の関係
というのは、それだけを見るとあまり関係が
ないように見えます。その理由としては、家
での勉強時間が、クラスサイズが大きくなる
と増えるから、クラスサイズの拡大の効果を
打ち消しているのが理由です。ただし、その
影響というのは、就学援助をもらっているよ
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うな家計では大きく見られないということで
す。ですから、クラスサイズと学力の関係が
見られないからといって、クラスサイズを大
きくしてもいいというわけにはいかないので
す。その場合には、家計で対応できない子ど
もたちの面倒をどう見ていくのかいうことが
重要な課題になるということが、この尼崎市
のデータで明らかになっているというわけで
す。

　次に、学習支援事業についてお話ししたい
と思います。学習支援事業というのは、生活
保護や生活困窮者世帯の子どもたちを高校の
進学につなげて、学歴や能力が原因で再び生
活保護を受給することや経済的困窮に至ると
いう貧困の連鎖を防止するために始められま
した。
　具体的な内容は、生活保護受給者世帯の小
学4年生から中学3年生に対して、地域に子ど
もの居場所を確保し、学習への動機付けを含
めた補助学習の支援を行い、社会性や他者と
の関係を育むことを目的とした体験学習など
の学習支援を実施するというものです。
　私たちは尼崎市から匿名加工したデータを
いただきまして、学力データと学習支援の状
況の関係を分析したわけです。まず中学2年
生のデータを使って、参加している人と参加
していない人の学力の関係を調べたもので
す。そして、この「意向調査にのっていない
学生」については、算数と国語の平均点につ
いて、小学生から中学生まで対象者がいます
が、このように60点前後になっています。
　実は、学習支援の対象になっている子ども
たちのうち、さらに参加してはどうかという
案内をする対象というのがあります。そして、
案内について対象外ということになったのが
この青い四角で囲まれた部分で、案内の対象
者でかつ学習支援に参加したという人たちの
学力が赤い四角で囲まれた部分です。確かに、

参加した人たちというのは、非常に学力水準
が低い人たちに集中しているということがわ
かります。
　一方で、学習支援に参加しませんかと案内
をするかどうかということについて、聞いた

（案内をした）人たちが「要否〇の学生」な
んですれけど、聞かなかった（案内をしなかっ
た）グループ「要否×の学生」もいます。
　学習支援が不要ではないかということで聞
かなかったグループ、あるいは案内の対象に
できなかったグループも、実は「意向調査に
のっていない学生」つまり生活保護ではない
生徒たちに比べると、学力水準がかなり低い
ということがわかります。
　また、参加してはどうかという案内を受け
た中で、参加しなかった人の理由というのが
様々にあります。一つ大きいのは、尼崎市で
4か所しかありませんから、学習支援事業の
場所が遠いという理由で参加しなかった子ど
もたちというのは、参加しなかった中では成
績がいいのですけれども、それでもそれ以外
の子どもたちに比べると学力が低いというこ
とがわかります。
　ここでは、支援を必要としている子たちを
支援できているけれども、十分に行き渡って
ないということがわかりました。
　それからもう一つ、中学3年生の中学2年生
時点の成績はどうだったかということも調べ
ました。これは私たちの学力テストが中学2
年生の時までしかないためで、それでわかっ
たことは、やはり対象者でない子どもたちに
比べると、学習支援に参加した子どもたちと
いうのは学力が低いところがあるので、そこ
については十分に対応できている。しかし、
参加可能なのだけれども案内しなかった子ど
もたちというのがいて、そこがやはり先ほど
のデータと同じように、学力的にまだ低い子
どもたちが結構いるということです。
　では、参加すると何か変わるのかというこ
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となのですけれども、参加した子どもたちは
明らかに勉強時間が増えるという形になりま
す。だから、こういった必要な子どもたちに
こういった支援をしていくということが非常
に重要だろうという結果がこの分析からわか
りました。

　最後に、長期欠席の分析です。これは全国
的な傾向ですが、尼崎市でも年間30日以上長
期欠席している小学校の子どもたちは2022年
で3%近く、中学校では、もともと6%を超え
ていたのですけれども、最近時点だと9%を
超えているという状況になっています。
　どういう子どもたちがこういう長期欠席の
可能性が高くなるのかということを分析しま
した。ここに示したのが結果です。上の方に
あるのが学力、国語、算数・数学で、次にビッ
グファイブといわれている性格特性です。そ
して、生活保護かどうか、同居の大人が一人
かどうか、ということを示しています。
　まずわかることは、この学力の中では、算
数・数学の第一四分位、一番低い学力層のと
ころの子どもたちが長期欠席になりやすい。
そして性格特性としては、「外向性」、「協調
性」、「勤勉性」、「精神安定性」が低い子ども
たち、一方で「開放性」、経験への開放性と
言われている、新しいことにチャレンジした
りするのが好きな子どもたちは長期欠席にな
りやすい。生活保護の子どもたち、同居の大
人が一人であるというケースもなりやすいと
いうわけです。
　これが小学校、中学校を合わせたものです
けれども、小学生だけに絞っても基本的な結
果は同じですし、中学生についても同じです。
　さらに追加で行ったのが、同じ学力でもク
ラス内の成績が下位の子どもたちというの
が、長期欠席になりやすいということもわか
りました。ですから、学力がある程度高かっ
たとしても、非常にレベルの高いクラスの中

で下位グループに入ってしまったという子ど
もたちは、長期欠席になりやすいということ
もここの分析でわかります。これは小学生で
行ったもの、そして中学生で行ったものなの
ですけれども、基本的な結果は同じになって
います。
　ということで、私たちのグループでは、ク
ラスサイズが学力や非認知能力に与えた影
響、そして学習支援事業がどんな子どもたち
に提供されているのかということ、そして長
期欠席という子どもたちにとってかなり重要
な事態を引き起こす特性というのは何かとい
うことを、尼崎市の様々な匿名加工されてい
るデータをもとに分析した結果がわかりまし
た。以上で私の方からの報告を終わりたいと
思います。
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ᐙᗞのᛂ

ໝوڅָ ໝঘوڅָ ໝوڅָ ໝঘوڅָ

ᐙᗞのᛂࢬࢧࢫࣛࢡ
ঘ ঘ  

หؔ࣎ک
ՊͲหکをگ
͓ͱ͚ΗΖਕ

͗͏Ζ
หؔ࣎ک

ՊͲหکをگ
͓ͱ͚ΗΖਕ

͗͏Ζ

ฑۋクラスγθ 1.556* 0.00221 1.404** 0.0205***
(0.876) (0.003) (0.652) (0.006)

Observations 37,274 19,303 11,053 10,994

��

௨ᚋ㸦�����のศᯒ㸧⚝ࢼࣟࢥ
ঘ  ঘ ঘ  

算数 数ָ หؔ࣎ک
ՊͲหکを
ͱ͚Η͓گ
Ζਕ͗͏Ζ

หؔ࣎ک
ՊͲหکを
ͱ͚Η͓گ
Ζਕ͗͏Ζ

ฑۋクラスγθ 0.00299 �0.0081 0.22 �0.00258 �3.818* 0.00234

(0.003) (0.009) (0.806) (0.003) (2.136) (0.008)

ฑۋクラスγθ*मָԋঁ �0.00762** 0.00327 �5.698*** �0.00971* �3.641 �0.0115

(0.004) (0.013) (1.252) (0.006) (4.497) (0.017)

3�vaOXe,�+0�b(ฑۋクラスγθ)�b(ฑ
クラスγθ*मָԋঁ) 0ۋ

0.233 0.732 3.01(�06 0.0192 0.09 0.564

Observations 37,200 10,833 36,728 18,788 10,823 10,797
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クラスγθˤหؔ࣎ک˥ɼָྙスαア�
ˢસରద͵หؔ࣎کのݰঙɼI&TԿʃ

ᑵ学援ຓ᭷↓の㐪࠸

��

ঘ ঘ ঘ   
算数 国語 หۊ 数ָ 国語 หۊ

ฑۋクラスγθ �0.00243 0.000785 0.00275 0.0255*** 0.00483 0.0241***
(0.004) (0.003) (0.005) (0.009) (0.008) (0.008)

ฑۋクラスγθ*मָԋঁ �0.0131*** �0.00587 �0.0116** �0.000622 0.0289** �0.0199

(0.004) (0.004) (0.005) (0.014) (0.012) (0.014)

3�vaOXe,�+0�b(ฑۋクラスγθ)�b(ฑ
クラスγθ*मָԋঁ) 0ۋ

0.00131 0.304 0.14 0.0724 0.00605 0.725

Observations 37,757 37,746 19,244 11,071 11,075 10,899
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䛂 ᐙ䛾ேຮᙉᩍえ䛶く れ䜛䛃 䛾Ꮫᖺ䝃䜲䝈ู䛾ṧ差（ 䝣䝹䝃䞁䝥䝹） ： ୰䠍 䠉䠎

ὀ㻦㻌㻾㻰㻰᥎ᐃ䛷ᚓられたಀᩘは㻌㻙㻜 㻚㻜 㻣 㻢、 ᶆ‽ㄗ差は㻌㻜 㻚㻜 㻟 㻤 、 㼜್は㻌㻜 㻚㻜 㻠 㻣。

ໝوڅָ ໝঘوڅָ ໝوڅָ ໝঘوڅָ

ᑵ学援ຓ᭷↓の㐪࠸
ঘ ঘ  

หؔ࣎ک
ՊͲหکを͓گͱ͚

ΗΖਕ͗͏Ζ หؔ࣎ک
ՊͲหکを͓گͱ͚

ΗΖਕ͗͏Ζ

ฑۋクラスγθ 2.454** 0.00339 3.981 0.0254***

(1.200) (0.003) (2.670) (0.007)
ฑۋクラスγθ*मָԋঁ �4.712*** �0.00615 3.42 �0.0204

(1.372) (0.005) (4.184) (0.013)

3�vaOXe,�+0�b(ฑۋクラスγ
θ)�b(ฑۋクラスγθ*मָ
ԋঁ) 0

0.128 0.573 0.0265 0.67

Observations 37,274 19,303 11,053 10,994
��

ࡵࡲ

•ʁクラスγθのรߍにՊ計のگү౦ࣁͺൕԢͤΖ͖ʃ
•๏๑ʁָوڅໝฦϩʖϩを༽͏ͪੵ
•υʖタʁ࣑ࣙରのࣉಒਫ਼ైϏϋϩυʖタʤ���������ʥ
•݃Վʁ

• クラスγθのݰࡡͺ国語・算数のָྙスαアΏۊหにӪڻを༫͓
͵͏ɼあΖ͏ͺָਫ਼の数ָͳঘָਫ਼のۊหをӀ͘Ծ͝Ζɽ

• クラスγθ͗֨ͤΖͳͨΗにൕԢͤΖΓ͑に子ʹのหؔ࣎کͺ
ଁ͓Պఋのָसのؖ༫ͺଁ͓Ζɽ

• ͞ΗΔのؖܐͺमָԋঁの༙ໃɼ࣎点Ͳҡ͵ΖՆɽ
• クラスγθรߍのӪڻͺɼָݱࣁߏのรߍを௪ͪ͢Ӫͫ͜ڻͲͺ͵
͚ɼͨΗにΓΖՊఋのگү౦ߨࣁಊを௪ͪ͢รԿͤྂߡΖචགྷɽ

��
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学習支援事業

��

学習支援事業のᑐ㇟⪅の学ຊᖹᆒ

��

学習支援ཧຍ⪅の୰学㸰ᖺのᡂ⦼

��

㛗ᮇḞᖍ

��

学習支援事業の効果検証

•ָसࢩԋۂࣆのదʁ
• ਫ਼ंڃࠖଵの子ʹͪͬをɼ߶ָߏのָに͝ܪɼָྼΏ
Ζͳ͏ࢺয়ସにڃదࠖࡃܨΖ͞ͳΏͤڇをणޤฯਫ਼;࠸ҾͲݬ͗ྙ
͑ʰසࠖの࿊࠱ʱをͤࢯΖ

• ָसࢩԋۂࣆͲͺɼਫ਼ฯޤଵΏਫ਼ंڃࠖଵのঘָ̒೧ਫ਼͖Δ
ָ̑೧ਫ਼にଲ͢ͱɼஏҮに子ʹのڋॶを֮ฯ͢ɼָसのಊؽ
͜をΌͪึঁָसのࢩԋを͑ߨͳͳにɼऀճΏଠंͳのؖܐ
をү͞ͳをదͳͪ͢ରָݩस͵ʹのָसࢩԋをࣰࢬ

��

•ָसࢩԋࢂՅंΏଲেंͺɼͨΗҐの子ʹにർ΄ͱָྙ͗
ఁ͏

•ͨのқັͲͺɼָྙࢩԋۂࣆͺࢩԋ͗චགྷ͵ਕにͪ͜ଲࡨͳ
͢ͱؽ

•͖͢͢ɼઞࡑదにͺࢩԋ͗චགྷͫ͗ɼఈҽ͗͏っͼ͏Ͳଶغؽ
ؔ͗චགྷに͵っͱ͏Ζ͞ͳΏॶ͗ݸΔΗͱ͏ͱ௪ॶに͗ؔ࣎
͖͖Ζ͞ͳ͵ʹをཀྵ༟にࢂՅ͢ͱ͏͵͏ਕଡ͚ɼͨの子ʹ
ͪͬのָྙͺฑۋదにͺఁ͏

��

学習支援ཧຍ⪅の㛫の࠸᪉

•ָ̐೧ਫ਼ɼָ̏೧ਫ਼のͳ͘にָसࢩԋにࢂՅͪ͢ਫ਼ైͺ
ָ̐೧ਫ਼࣎点Ͳห͗ؔ࣎کௗ͏ ��

㛗ᮇḞᖍ㛵ࡿࡍศᯒ

• ௗंੰܿغ数Ώฑੰܿۋೖ数ͺ����೧͖Δ����೧に͖͜ͱଁՅ͢ͱ͕Εɼঘָਫ਼ͳർ΄ָਫ਼の๏͗૮ଲదにଡ͏ܑ ��
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安藤主席研究員
　皆さん、こんにちは。立教大学経済学部の
安藤道人と申します。本日は、「相談支援・
発達支援の子どもたちの学びと育ち」につい
て研究結果を報告いたします。なお、この報
告の分析結果は暫定的であって、今後の研究
により変更される可能性があることをご了承
下さい。
　近年、子どもたちを取り巻く環境や子ども
政策は大きく変化しております。この図(p.2)
は、横軸を政策の普遍性、縦軸を自治体の裁
量度として子ども政策を分類したものです。
例えば、この右下は最もメジャーな子ども政
策領域であって、幼稚園、保育園、義務教育、
児童手当など日本全国で同じように実施され
ている政策領域です。それに対して、この右
上の方は、近年、自治体間競争が激しい領域
で、普遍性が高く、多くの子どもが対象となっ
ている領域で、無償化を進めるなどの競争が
起こっています。
　それに対して、本日お話しするのはもう少
し左側、つまり対象となる子どもがもう少し
限定される領域の政策に関わる子どもたちの
話になります（p.3）。この領域は比較的新し
いニーズへの政策的対応を含む領域といえま
す。なお、新しいニーズというのは、昔はニー
ズがなかったということではなくて、社会的
にその存在が認知されるようになったという

意味です。
　この図の右側の保育・教育・医療や左側の
貧困や社会的養護などの領域は、明治維新後
あるいは第二次世界大戦後に制度化が進みま
した。一方で、発達支援や不登校、ひきこも
り支援、最近ではヤングケアラー支援などに
ついては、ここ10年、20年で少しずつ現状認
識や政策的対応が進んでいる段階です。
　本報告では、これらのうちの相談支援と児
童発達支援に関わりのある子どもたちの現状
について、分析をご紹介したいと思います。
分析についてお話しする前に、相談支援と児
童発達支援について簡単に解説いたします。
　まず、相談支援については、尼崎市の子ど
も・子育て支援センターの総合相談に、電話
や窓口などを通じてコンタクトがあった家庭
の子どもたちに注目します。この子ども・子
育て支援センターは、子ども・子育て支援の
分野横断的な相談支援のハブとしての機能を
有する行政機関であり（p.4）、相談内容とし
ては育成相談が最も多くなっております。次
に、児童発達支援は、障害のある就学前の子
どもたちを対象としたサービスで、医学的診
断や障害者手帳がなくても必要に応じてサー
ビスが受けられる点に特徴があります（p.5）。
　次に、本日ご報告する分析手法について簡
単にご説明します。まず、今回の分析は、相
談支援や発達支援の政策効果の分析ではない

研究報告（2）
「子どもを対象とした行政・教育
サービスの利用実態・政策効果の検証」

主席研究員　安藤　道人　（立教大学 経済学部 教授）
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ということです。この図（p.6）に示してい
るように、子どもや家族の特徴や特性の影響
というものと、相談支援や発達支援の影響、
この2つを識別することは統計学的に容易な
ことではありません。
　したがって、今回はそのような分析は行い
ません。今回行う分析はより基本的なもので
す。すなわち、相談支援歴や発達支援歴も子
どもや家族の特性の一つと捉えて、相談支援
歴や発達支援歴のある子どもたちとない子ど
もたちを比較して、相談支援歴や児童発達支
援歴がある子どもたちというのはどのような
子どもたちなのかというのを、まず検証して
いこうということです（p.7）。
　今回は小学校1年生を対象として、あまっ
子ステップ・アップ調査という尼崎市が実行
している学力や学習状況調査のデータを使い
ました。標本の大きさは3300人ほどで、この
調査のうち学習アンケートに着目して相談支
援や児童発達支援のデータとマッチさせて、
相談支援歴や発達支援歴のある子どもとない
子どもを比較しました。
　まず、子ども・子育て支援センターの総合
相談に電話や窓口でコンタクトがあった世帯
の家庭の子どもと、そうでない子どもを比べ
ていきたいと思います。すると、相談支援歴
のある子どもたちは、そうでない子どもたち
と比べて、読書やネットの経験が少ないこと
や学習意欲が低い傾向があること（p.8）、生
活や道徳の授業が「嫌い」と答えた子どもが
多い傾向があること（p.9）、本や絵本を読む
時間が短くてテレビやゲーム時間は長いとい
う傾向があること（p.10）などがわかりまし
た。また、クラスの交流やコミュニケーショ
ンについての評価が低かったり、自分には良
いところがあるという自己評価も低かったり
という傾向がありました（p.11）。
　また、就学前に児童発達支援に通った経験
のある子どもたちについても、同様の比較を

行いました。結果は、大まかな傾向は相談支
援歴のある子どもと似ていますが、読書や
ネット経験だけでなくて、ゲーム経験も低い
傾向があり、学習意欲が全般的に低いという
傾向がありました（p.12）。また、学校につ
いても、好きでない科目がより多い傾向が
あったり（p.13）、あるいは平均の勉強時間
や休日のゲーム時間というのも短かったり
という傾向が観察されました（p.14）。そし
て、こちらも先ほどの相談支援のケースと似
ておりますけれども、クラスの交流とかコ
ミュニケーションについての評価が低かった
り、自分には良いところがあるという自己評
価が低かったりという傾向が観察されました

（p.15）。
　最後に、分析結果をまとめたいと思います。
相談支援・児童発達支援歴のある子どもたち
は、そうではない子どもたちと比べて、小学
校1年生の時点で学習意欲や授業科目、ある
いはクラスの交流、意思疎通、自己肯定感な
どの自己評価が低いという傾向が観察されま
した（p.16）。
　これらは意外な結果というわけではありま
せん。しかし、相談支援や児童発達支援歴の
ある子どもたちが、小学校1年生の段階で学
校や学習に対して苦手意識があるというだけ
ではなくて、自己肯定感も低くなる傾向があ
るということは、個別の子どもたちへの支援
ケアだけではなくて、多様な子どもを受け入
れられるインクルーシブな学校や学級づくり
の必要性や重要性というのも示唆しているの
ではないかと考えております。
　発表は以上になります。ご清聴ありがとう
ございました。
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相談⽀援・発達⽀援の⼦どもたちの学びと育ち

2024.8.26

⽴教⼤学経済学部
安藤道⼈

尼崎市学びと育ち研究所報告会

1
※本報告の分析結果は確定したものではなく、今後、変更・修正される可能性があります
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相談⽀援歴のある⼩１児童はYH�%!#9:がJなく、
2G*_が低い傾向

�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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項
⽬

�

⾃治体裁量⼤

⾃治体裁量⼩

• 就学援助
• 児童扶養⼿当
• ⽣活保護
• 児童相談所
• 社会的養護

• 学習⽀援
（⽣困事業）

• 児童発達⽀援
• 放課後等デイ
• 障害児ケア
• 学童保育

• 相談⽀援
• 不登校/ひきこ
もり/ヤングケ
アラー⽀援等

• こども医療費無償化
• 保育料無償化（ 0〜2歳児）
• 給⾷費無償化
• ⾼校の授業料の無償化
• ⾃治体独⾃の教育施策

• 幼稚園や保育園
• 義務教育・⾼校
• 皆保険制度（⾃⼰負担2割/3割）
• ⾼等学校等就学⽀援⾦制度
• 児童⼿当

��$�	'"!� �&�0
�ま�ま

選別的
（特定のニーズが
ある⼦どもが対象）

普遍的
（多くの⼦どもが対象）

保育・教育・医療発達・障害・
⼦育て⽀援

貧困や
社会的養護
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8<⽀援歴のある⼩１児童は
6��ABの, が&��はない傾向

�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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相談⽀援歴のある⼩１児童はクラスの交流などについて
の評価が低く、⾃⼰評価が低い傾向

11
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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児童ZQ⽀援歴のある⼩１児童は
.3�O+�M4�264Wが>
�はない傾向

1�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。

• :@�m7�e
A�?EAwが
�Jい�な⼦ど
もが	�10%ポイン
トほど多い

質
問
項
⽬

児童ZQ⽀援歴のある⼩１児童はクラスの交流などにつ
いての評価が低く、⾃⼰評価が低い傾向

1�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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児童発達⽀援歴のある⼩１児童は
ゲーム・読書・ネット経験が少なく、学習意欲が低い傾向

1�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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児童ZQ⽀援歴のある⼩１児童は
]7���'��ない傾向

1�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
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~�ゲームが5%
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項
⽬

まとめと課題
まとめ
• ip[8�\x�n[8���る⼦ども���	�ない⼦ども�����
b?1�e�]v��学習意欲・授業科⽬・クラスの交流や意思疎通・⾃
⼰肯定感などの⾃⼰評価が低い傾向が�る

課題
• �ど	する/ど	なる�がよい���^���ないが�

• ?S�?E��;や^NTtBがsくなるHRをど	=g�る��
• ⼦どもへの個別の⽀援・ケア→�ip[8��n[8�P<��Kd
• インクルーシブな学校・学級作り��?S�?E�P<��Kd

1	

相談⽀援歴のある⼩１児童は^�0^�Y�D5はRく、
")&���'D5はTい傾向

1�
注：線形確率モデルによる推定。95%信頼区間はロバスト標準誤差に基づく。多重検定は考慮していない。
重回帰では世帯⼈数ダミー、⽣活保護ダミー、児童扶養ダミー、就学援助ダミーをコントロールしている。
７段階の５以上を「よくする」とカテゴリー化

• 本や絵本をよく
読む⼦どもが
10%ポイントほ
ど少ない

• テレビやゲーム
をよく⾒る/する
⼦どもが5%ポイ
ントほど多い

質
問
項
⽬
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佐野研究協力者
　それでは、「非認知的能力の育ちを捉え育
む乳幼児教育・接続期教育の開発」について、
私から報告させていただきます。中京大学の
佐野と申します。よろしくお願いします。
　私たちの研究チームでは、幼小接続期にお
ける子どもたちの社会情動的スキルの育ち
と、そこに関連・影響すると思われる乳幼児
教育・保育の実態という観点をもとに分析研
究を行っております。なお、タイトルにて非
認知的能力という表現を用いておりますが、
本報告では社会情動的スキルという表現に置
き換えさせていただきます。
　これまでの研究では、小学1年生を対象に
社会情動的スキルのアンケート調査を2022年
度まで実施し、その回答状況や学力調査の成
績から子どもたちの育ちの特徴を検討してき
ました。また、そこに関連・影響する因子と
して、経済状況に加え、子育てへの関心度に
関わる予防接種や乳幼児健診の受診状況を示
す因子を特定しました。さらに、研究期間中
にはコロナ禍の登園自粛期間がありましたの
で、その自粛期間の影響についても分析を進
めてきました。
　今回は、コロナ禍の登園自粛期間において、
園の活動の一時的な停止・制限が子どもたち
の育ちに及ぼした影響について分析した結果
を報告します。データは、登園自粛期間を年
長時に経験した2021年度入学の児童と、その

前後の2020年度、2022年度入学の児童のデー
タを使用しました。
　分析は、まず、乳幼児教育・保育の実態に
関わる因子を尼崎市提供の各種データから抽
出し、その因子の組合せをもとに、各児童の
出身園を5つのクラスタに分類しました。そ
の上で、社会情動的スキルのアンケートや学
力調査の結果を、年度間やクラスタ間で比較
しました。
　分析結果を順に示します。まず、乳幼児教
育・保育の実態に関わる因子については、予
防接種と乳幼児健診の受診歴、家庭の経済状
況を示すデータを用いた因子分析により、昨
年度までと同様に3つの因子を抽出しました。
このうち、予防接種因子と健診受診因子は、
各家庭の子どもの発育や健康に対する関心度
に関連する因子と解釈しました。
　次に、出身園ごとに3つの因子の得点の平
均値を算出し、その得点の組み合わせから各
園を5つのクラスタに分類しました。
　各クラスタの特徴として、経済状況因子で
はクラスタ3とクラスタ5の園が高く、クラス
タ4の園が低くなっていました。また、健診
受診因子では、クラスタ4とクラスタ5の園が
顕著に低くなっていました。乳幼児健診の受
診は、子どもの発育健康への関心度が反映さ
れていると考えられ、得点が低い園には、関
心度の低い家庭の子どもたちが多く入園し
ている可能性があります。特に、クラスタ5

研究報告（3）
「非認知的能力の育ちを捉え育む
乳幼児教育・接続期教育の開発」

主席研究員　北野　幸子　（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 教授）
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は経済状況が高いものの、健診の受診率が低
いというアンバランスな特徴を示していまし
た。
　次に、小学1年生対象の社会情動的スキル
のアンケートについて、各項目の肯定回答率
を年度間で比較しました。年度間の割合をカ
イ2乗検定により比較した結果、32項目中13
項目で有意差が認められました。
　そのうち主な項目の結果をみると、学習の
基礎となる好奇心、対人場面で自分の考えや
気持ちを伝えるスキル、自尊心に関わる項目
で、2021年度入学児で肯定回答がやや減少し
ている傾向が見られました。2021年度入学児
は年長児にコロナ禍の登園自粛を経験してお
り、園での遊びや活動、友だちとの関わりが
一時的に制限されたことがこの結果に影響し
ている可能性があります。
　さらに、年度間の回答率に有意差があった
項目について、クラスタ別での比較を行いま
した。その結果、肯定回答の減少が特定のク
ラスタの出身者で顕著に生じている項目があ
ることがわかりました。まず、好奇心を示す
項目では、経済状況と健診受診の得点がとも
に低いクラスタ4の出身者では、2021年度の
肯定回答率の低下が他のクラスタよりも大き
くなっています。このことから、経済状況と
子育て関心度の低い家庭では、好奇心の育ち
において登園リスクの影響を特に受けやす
く、園での遊びや活動の重要性が示唆されま
した。
　また、自尊心を示す項目では、経済状況の
得点が高く、健診受診の得点が低いクラスタ
5の出身者は、2021年度の肯定回答の減少が
顕著でした。このことから、経済状況が良く
ても子育てへの関心度が低い家庭では、他者
からの承認の側面で登園自粛の影響を受けや
すく、自尊心の育ちにおける園での関わりの
重要性が示唆されました。
　また、社会情動的スキルに加え、あまっ子

ステップ・アップ調査の成績推移をクラスタ
別に確認しました。就学前に登園自粛をほと
んど経験していない2020年度入学児は、4年
生まで一貫してクラスタ4の出身者の成績が
最も低く、次にクラスタ5の出身者の成績が
低くなっています。2つのクラスタは健診受
診の得点が低い点で共通しています。
　次に、年長児に登園自粛を経験した2021年
度入学児の成績です。2020年度と比べ、1年
生時点でクラスタ間の成績差が大きく開き、
クラスタ4の出身者の成績が特に低くなって
います。クラスタ4は登園自粛期間に好奇心
の低下が顕著であり、園での遊びや活動の制
限が就学後の学習状況に影響した可能性があ
ります。
　2022年度は成績の開きはやや緩和されます
が、今後の推移を確認していきたいと考えて
います。
　今後の方向性として、社会情動的スキル、
学力、生活習慣までを加え、園や小学校の困
難さの可視化と支援の必要性を明らかにする
こと、乳幼児教育・保育の実態に関わる要因
として、子育て関心度を明確化するとともに、
個人レベルの分析を追加しながら、家庭との
連携支援の必要性を検討したいと考えていま
す。
　本研究の報告は以上となります。ありがと
うございました。
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の実態

社会情動的スキル
の育ち
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䝇䜻䝹 ㉁ၥᩥ 㻞㻜㻞㻜 㻞㻜㻞㻝 㻞㻜㻞㻞

好奇心 あなたは、みんながおもいつかないようなことを、おもいついたり、かんがえたりしますか。 㻢㻥㻚㻝 㻣㻞㻚㻞

好奇心 あなたは、䜟からないこと䛻つい䛶䛂な䛬、䛹うし䛶䛃な䛹と、ま䜟り䛻䛝くことが䛷䛝ますか。 㻣㻥㻚㻟 㻣㻤㻚㻡

༠ㄪᛶ あなたは、ே䛻䛨䜆ん䛾䛝も䛱をつたえたり、あい䛶䛾䛝も䛱を䛝いたりす䜛ことが䛷䛝ますか。 㻤㻟㻚㻡 㻤㻡㻚㻟

自ᕫᙇ あなたは、こま䛳たと䛝䛻、ま䜟り䛾ே䛻たす䛡をもとめ䜛ことが䛷䛝ますか。 㻤㻣㻚㻜 㻤㻢㻚㻝

自ᕫᙇ あなたは、とも䛰䛱からい䜔なことを䛥れたら、䛂い䜔䛃䛂䜔め䛶䛃な䛹と、いうことが䛷䛝ますか。 㻤㻥㻚㻟 㻤㻣㻚㻢

自ᕫᙇ あなたは、とも䛰䛱と䛱がうかんがえ䛰と䜟か䛳䛶も、䛨䜆ん䛾かんがえをいうことが䛷䛝ますか。 㻤㻜㻚㻟 㻤㻜㻚㻥

自尊心 あなたは、䛨䜆ん䛾ことがす䛝䛷すか。 㻤㻜㻚㻞 㻤㻜㻚㻢

自尊心 あなたは、よくほめられますか。 㻣㻣㻚㻞 㻣㻢㻚㻝

（㻑）

分析の؏఼

乳幼児教育・保育
の実態

社会情動的スキル
の育ち

ؖ࿊・Ӫڻ

͵͕ɼʰඉஎదྙʱをʰऀճಊదスΫϩʱͳනͤݳΖ๏͗ΓΕనͳの͓͗ߡあΖのͲɼ
Ґ߳ͺʰऀճಊదスΫϩʱͳ͏͑නݳを࢘༽ͤΖ

Ζυʖνͤ༼࢘
・ঘ�アϱίʖφʤऀճಊదスΫϩʥ
・͖ࢤΔのڛυʖタ

分析ߴࣆ
ᶅ༰گࣉү・ฯүのࣰସにؖΚΖҾ子のப出
ᶆ༰گࣉү・ฯүのࣰସにخͰ͚出身園のクラスタྪ
ᶇঘ�アϱίʖφのߢఈյの೧ౕؔർֳ
ᶈ出身園クラスタ別にΊͪঘ�アϱίʖφのߢఈյの೧ౕؔർֳ
ᶉ出身園クラスタ別にΊͪステップアップ調査の

・���������೧ౕのঘָ�೧ਫ਼�����໌の
յυʖタをੵに࢘༽

・��の࣯ߴʤߏྙڢのΊ௧Յの��
のアϱίʖφをࣰࢬʥ

・ेخຌୈீ ・༰݊ࣉਏのणਏྼ
・༰ฯཤ༽য়ڱ ・༩ંझのંझསྼ
・出身園 ・ステップアップ調査の

今೧ౕのๅࠄ
αϫψՔのౌ園ࣙख़ؔغに͕͏ͱɼ園のಊのҲ࣎ద͵ంࢯ・͗ݸɼ
子ʹͪͬのүͬにٶ·ͪ͢Ӫڻ

ᶆ乳幼児教育・保育の実態ͶخͰ͚ड़ਐԄのέϧスν分ྪ

έϧスν̏ˢࡃܨ�য়ڱのಚ఼͗ΏΏఁ͏
έϧスν̐ˢ��ҾࢢͳͶฑۋҒ
έϧスν̑ˢࡃܨ�য়ڱのಚ఼͗߶͏
έϧスν̒ˢࡃܨ�য়ڱのಚ఼͗ఁ͚ɼ

݊ਏणਏのಚ఼ఁ͏
έϧスν̓ˢࡃܨয়͗ڱ߶͚ɼ

݊ਏणਏのಚ఼͗ఁ͏

֦クラスタの園にͺɼҐԾのΓ͑͵ڧ
のಝをͯ子ʹͪͬ͗ଡ͚ࡑͤΖ

έϧスν̒ ൔ݊ਏࡂ̏ ���
児݊ਏࡂ̑ ���

έϧスν̓ ൔ݊ਏࡂ̏ ���
児݊ਏࡂ̑ ���

㝵ᒙⓗ䜽䝷䝇䝍䞊ศᯒ

ᶇঘ�Πϱίʖφのߢఈյの೧ౕؔർֳ
社会情動的スキルʤঘ̏Πϱίʖφʥ
・ ৼد・ 調ڢ・
कހࣙ・ ཊހࣙ・ ͗ΞͻΖྙ
หۊ・ ・ਈܨܑ ・ࣙଜৼ

にͯ͏ͱɼఈյのׄߢに͕͜Ζߴ֦
���������೧ౕの೧ౕؔർֳをࣰࢬ
ʤΩ�ݗఈɼ༙қਭ६�ˍʥ
ˢߴ���ߴ��Ͳ༙қࠫ͗ΌΔΗͪ

೧ౕؔのߢఈյのׄͶ༙қࠫ͗ΌΔΗͪक͵ߴ
䝇䜻䝹 ㉁ၥᩥ 㻞㻜㻞㻜 㻞㻜㻞㻝 㻞㻜㻞㻞

好奇心 あなたは、みんながおもいつかないようなことを、おもいついたり、かんがえたりしますか。 㻢㻥㻚㻝 㻢㻡㻚㻤 㻣㻞㻚㻞

好奇心 あなたは、䜟からないこと䛻つい䛶䛂な䛬、䛹うし䛶䛃な䛹と、ま䜟り䛻䛝くことが䛷䛝ますか。 㻣㻥㻚㻟 㻣㻡㻚㻡 㻣㻤㻚㻡

༠ㄪᛶ あなたは、ே䛻䛨䜆ん䛾䛝も䛱をつたえたり、あい䛶䛾䛝も䛱を䛝いたりす䜛ことが䛷䛝ますか。 㻤㻟㻚㻡 㻤㻜㻚㻠 㻤㻡㻚㻟

自ᕫᙇ あなたは、こま䛳たと䛝䛻、ま䜟り䛾ே䛻たす䛡をもとめ䜛ことが䛷䛝ますか。 㻤㻣㻚㻜 㻤㻞㻚㻢 㻤㻢㻚㻝

自ᕫᙇ あなたは、とも䛰䛱からい䜔なことを䛥れたら、䛂い䜔䛃䛂䜔め䛶䛃な䛹と、いうことが䛷䛝ますか。 㻤㻥㻚㻟 㻤㻡㻚㻢 㻤㻣㻚㻢

自ᕫᙇ あなたは、とも䛰䛱と䛱がうかんがえ䛰と䜟か䛳䛶も、䛨䜆ん䛾かんがえをいうことが䛷䛝ますか。 㻤㻜㻚㻟 㻣㻢㻚㻤 㻤㻜㻚㻥

自尊心 あなたは、䛨䜆ん䛾ことがす䛝䛷すか。 㻤㻜㻚㻞 㻣㻠㻚㻤 㻤㻜㻚㻢

自尊心 あなたは、よくほめられますか。 㻣㻣㻚㻞 㻣㻞㻚㻥 㻣㻢㻚㻝

（㻑）

ᑵᏛ๓（ᖺ㛗ඣ）䛻Ⓩᅬ自⢔を経㦂
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ᶈड़ਐԄέϧスνพͶΊͪঘ�Πϱίʖφのߢఈյの೧ౕؔർֳ
೧ౕؔのߢఈյに༙қࠫ͗あっͪߴにͯ͏ͱ出身園クラスタ別にյׄをർֳʤΩ�ݗఈʥ

ߴஸͶਫ਼ͣͱ͏Ζݨঙ͗ಝఈのέϧスνͲݰఈյのߢ
（好奇心）あなたは、みんながおもいつかないようなことを、
おもいついたり、かんがえたりしますか。

（自尊心）あなたは、よくほめられますか。

子үͱؖৼౕのఁ͏ՊఋͲͺɼαϫψՔにΓΖ・ڱয়ࡃܨ
ౌ園ࣙख़のӪڻを͚͘ण͜ΖՆ
ˢ 動の॑གྷ性ৼの育ちͶ͕͜ΖԄͲのॄد

ɼౌ園ࣙख़ͱɼ子үͱؖৼౕ͗ఁ͏͚߶͗ڱয়ࡃܨ
のӪ͗ڻ͘͏Ն
ˢ ࣙଜৼʤଠंのটʥͶ͕͜ΖԄͲのؖΚΕの॑གྷ性

有意差あり 有意差あり

経済状況：低
健診受診：低

経済状況：高
健診受診：低

ᶉड़ਐԄέϧスνพͶΊͪスτρϕΠρϕࠬのʤ����೧ָౕʥ
あまっ子ステップアップ調査の国語・算数のIRT得点を出身園クラスタ別に集計

ޢࠅ ਼ࢋ

ᶉड़ਐԄέϧスνพͶΊͪスτρϕΠρϕࠬのʤ����೧ָౕʥ
あまっ子ステップアップ調査の国語・算数のIRT得点を出身園クラスタ別に集計

ޢࠅ ਼ࢋ

ᶉड़ਐԄέϧスνพͶΊͪスτρϕΠρϕࠬのʤ����೧ָౕʥ
あまっ子ステップアップ調査の国語・算数のIRT得点を出身園クラスタ別に集計

ޢࠅ ਼ࢋ

今後の分析の方向性

乳幼児教育・保育
の実態

社会情動的スキル
の育ち

ؖ࿊・Ӫڻ

園ͳঘָߏのࠖೋ͠のՆࢻԿ
ʤऀճಊదスΫϩɼָྙɼਫ਼सʥ
ˢࢩ�ԋのචགྷ

子үͱؖৼౕの֮Կ
ਕϪϗϩͲのੵݺ
ˢՊఋͳの࿊ࢩܠԋのචགྷ
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中尾主席研究員
　こんにちは。関西国際大学の中尾です。「学
習や学校生活における困難を改善する指導に
関する実践研究」の報告をさせていただきま
す。私と大学院生辰巳裕子、それから尼崎市
内の7園、他市の協力2園で共同研究というか
たちで発表をさせていただきます。
　研究の概要としては、尼崎市における幼児
児童生徒の実態を把握して、学習や学校園で
の生活上の困難を改善するための運動プログ
ラムの開発を行い、科学的根拠に基づく効果
検証を行っています。これは幼稚園との共同
研究というかたちで、この研究会が始まって
以来ずっと続けております。
　期待される効果としましては、いろんな支
援を行うために、学校園・学級等で障害やそ
れに関連する困難を適切に把握して、それに
寄り添った保育教育を展開することが重要で
あると考えております。本実践の結果、効果
的な教育プログラムが確立されれば、その汎
化を図ることで、学習や学校での生活に困難
を感じる子どもが減少し、より豊かな健やか
な学びや育ちにつながることが期待されま
す。
　研究の進捗状況ですけれども、尼崎市内の
協力7園と他市の協力園2園で、今年度は「立
ち幅跳び」「ボール投げ」「タンデム歩行」等
の客観的指標をとって分析することができま
した。運動プログラム前後での各項目での伸

びと、運動プログラムの非実施園との比較分
析を行いました。
　本研究では、ポイントを押さえた指導がで
きる具体的な遊びとプログラムを通し、作成
した遊びと運動プログラムの、幼児の運動能
力を高めることにつながる有効性を明らかに
し、結果をもとに、より効果的なプログラム
を提案することができればと考えておりま
す。
　対象は、運動プログラムの実施園と非実施
園の4・5歳児の幼稚園児173名です。内容は、
遊びとプログラムの中で「青竹踏み」「ケン
パ遊び」「昆虫太極拳」を通して、子ども達
がどの程度、運動の前後4か月間の間に、こ
の「立ち幅跳び」「ボール投げ」「タンデム歩行」
がどれだけ改善され、どれだけ能力が伸びた
のかというのを、実施していない園と実施し
た園とで比較検討をさせていただきました。
　「立ち幅跳び」は、MKS幼児運動能力検査
の測定の方法を使用させていただきました。
それから、「ボール投げ」も同じですね。ボー
ル投げの位置も、こういう全員が同じライン
から投げるという形でこういった手続きを踏
んでさせていただきました。「タンデム歩行」
に関しまして、線上歩行ということで、ビデ
オカメラ1台を使って、長さ4メートル幅5セ
ンチのテープの上を歩き、これをオクタル８
という行動分析装置がありますので、それを
使って支持面のずれ、ぶれについて検討させ

研究報告（4）
「学習や学校生活における困難を
改善する指導に関する実践研究」

主席研究員　中尾　繁樹（関西国際大学 教育学部 教授）
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ていただきました。手続きに関しましては、
この先ほど言いましたオクタル8で分析をさ
せていただいております。
　結果として、「ボール投げ」の記録と伸び
の平均値を見たときに、これは全園児ですが、
実施園と非実施園とでは、1回目、2回目を比
較すると、実施園の方は平均値がかなり伸び
ております。非実施園の方は、ほぼ伸び率と
すればかなり低いという状況で、統計的な処
理をした際に（1回目については）有意な差
は見られなかったのですけれども、2回目の
伸びの平均値の部分に関しては、実施園の方
が有意な水準で伸びたことがわかりました。
　それから、「立ち幅跳び」に関しましても、
実施園と非実施園では、実施園の方が4か月
後の記録が伸びておりました。非実施園の方
は実際に記録が落ちた子どもたちもいますの
で、これも統計的な処理をした場合に、1回
目の記録よりも2回目の記録の方が非実施園
と実施園では有意な差が出たということがわ
かりました。
　「タンデム歩行」に関しましては、この表
を見ているとわかりますように、「タンデム
歩行」時にそれぞれの子どもの体軸のぶれを
測ったら、この波が大きいほどぶれが大きい
ということの結果が出るのですけれども、体
のバランスをとったり、体勢を保ったりする
ことのできる力を養うことが必要であると考
えられます。結果から、「タンデム歩行」の
検査では、両肩二点を結んだ線角度を計測し
ました。平均値が大きい子どもと小さい子ど
もを抽出して、ぶれの大きさで事前事後の調
整というか、統計を測ったのですけれども、
ぶれの大きい子どもは、表の数値測定の回数
がかなり多くなって、一歩目から大きく左右
にぶれるという傾向が分かりました。体のぶ
れの小さい子どもは立て直しが早いというこ
とから、体のバランスをとったり、姿勢を保っ
たりできる力が必要になるということが考え

られます。この「タンデム歩行」に関しまし
ては、1回目と2回目の大きな差はなかったと
いうことにつながりました。
　運動プログラムの実施というのは、子ども
の運動能力の向上に効果があることがこの結
果から明らかになったのですけれども、今回
はデータとしては載せていないのですけれど
も、4歳児については事前事後の効果があま
り差はありませんでした。5歳児はかなり有
意差が出ましたので、運動の効果が高いとい
うふうに考えております。
　それをもとに、運動プログラムの提案とい
うことで、こういった運動がより子どもたち
の運動能力を高めるのには適している遊びで
あるということが提案できます。これをもと
に、実際に運動プログラムを再度組みなおす
必要があるかなと考えております。
　今後の展望といたしましては、運動プログ
ラム実施園と非実施園のこういった伸びの比
較をした結果、5歳児についてはかなり大き
な伸び、4歳児についてはまだまだ4 ヶ月程
度では伸びが感じられないということがわか
ります。保育現場においては、子どもたちが
主体的にやりたいとか遊びたいと集まってく
る環境を設定して、こういった運動遊びを子
どもたちに提供できるという環境設計が必
要だと考えております。継続的に、3歳児は
対象にはしていないのですけれども、今後も
データを取りながら、運動プログラムが子ど
もたちの体力的なもの、それから日常生活に
どのような影響を与えていくかということを
実証していきたいと考えております。
　以上です。ありがとうございました。
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遊びとプログラム
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永瀬主席研究員
　皆さん、こんにちは。神戸大学小児科の永
瀬と申します。私どもの発表は、「周産期か
ら幼児期までの状況が発達や学力の向上に与
える影響」について、大学院生の川村先生よ
り発表していただきます。川村先生、よろし
くお願いします。

川村研究協力者
　よろしくお願いします。神戸大学の川村葵
です。「周産期から幼児期までの状況が発達
や学力の向上に与える影響」についての研究
報告をさせていただきます。
　我々はこれまでに、尼崎市の妊娠出産にま
つわるデータや乳幼児健診のデータ、学力
データなどを用いて、周産期や幼児期のどう
いった状況が子どもたちの後の学力と関係が
あるのかを研究してきました。睡眠やテレビ
の視聴、朝の習慣などは生活の中で調節可能
な因子であり、これを改善することで後の認
知能力の向上につながるかもしれないと考え
て研究を進めています。
　過去に報告いたしました一つが、3歳時の
就寝時刻と小学1年生での学力の関係です。
結論としては、3歳時の就寝時刻が遅い子ど
もほど、小学1年生での学力検査で国語、算
数の点数がより低いということがわかりまし
た。こちらの報告はサイエンティフィックレ
ポートにも掲載されました。

　昨年に引き続き、乳幼児期の朝の習慣と後
の学力との関連について検討を行っておりま
す。特に乳幼児期の朝食摂取習慣に着目して
解析を進めました。背景として、朝食摂取が
人体に与える影響について数多くの研究がな
されてきました。しかし、乳幼児期の朝食摂
取習慣と後の認知能力の関連に着目した研究
報告はこれまでにありません。本研究の目的
は、3歳時の朝食摂取習慣と小学1年生での学
力との関連を明らかにすることです。
　方法です。尼崎市学びと育ち研究所にて縦
断的に収集されたデータの後方視的解析にな
ります。予測変数は3歳児健診での「朝食を
毎日食べますか」の質問に対する答え、目的
変数は小学1年生での国語と算数の学力試験
の結果を用います。共変数には以下のものを
挙げました。
　対象は2014年4月から2016年3月に尼崎市で
出生した児6777人のうち、3歳児健診のデー
タ、母体情報データ、出生時情報データが欠
損なく得られた児5592人を抽出しました。さ
らにその中で、小学1年生での学力データが
得られた4120人を対象としました。
　結果です。まず、単変量解析結果です。3
歳児健診のアンケートで「朝食を毎日食べま
すか」の質問に対する回答で分けています。
それぞれ左がいいえ、右がはいと答えた群に
なります。数値は平均点、括弧内は標準偏
差を示しています。国語、算数いずれにおい

研究報告（5）
「周産期から幼児期までの状況が
発達や学力の向上に与える影響」

主席研究員　永瀬　裕朗（神戸大学大学院 医学研究科 特命教授）
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ても、はいと回答した子の方が、小学校での
学力検査の得点が有意差をもって高得点でし
た。
　次に、多変量解析の結果です。Estimateは
回帰係数推定値、SEは標準誤差を示してい
ます。まず国語からです。国語では共変数に
よる調整を行うと有意差は認められませんで
した。起床時刻についても群間で差は認めら
れませんでした。また、これまでにも認知能
力への影響について報告があるそれぞれの共
変数では、過去の報告結果と同様の結果とな
りました。続いて算数です。算数では3歳時
に「朝食を毎日食べますか」の質問に対し、
はいと答えた群がいいえと答えた群に比し、
5%有意水準で有意に高得点となりました。
起床時刻については、国語と同様、群間での
差は認められませんでした。その他の変数に
ついても国語と同様の結果でした。
　結果のまとめです。3歳時に毎日朝食を摂
取する児は、毎日摂取しない児に比べて、小
学1年生での算数の学力が有意に高い結果と
なりました。国語については単変量解析では
有意差を認めましたが、多変量解析で調節を
行うと有意差は消失しました。
　考察です。まず、朝食摂取習慣と学力との
関連についてです。青年期、学童期に朝食摂
取習慣がある児では、学力テストの結果が高
得点であるとの報告があります。また、幼児
期の児においても介入研究になりますが、朝
食を十分摂取し満腹感を得られた児では注意
力が向上したとの報告があります。これらの
ことから、認知能力の測定期の朝食摂取は、
幼児期、学童期、青年期のいずれにおいても
認知能力の向上との関連が示唆されます。
　幼児期の朝食摂取が後の認知機能に関連す
るメカニズムは明らかではありません。しか
し、子どもは大人よりも脳のグルコース代謝
が盛んであることや、夜間の絶食期間が長
く、グリコーゲン貯蔵量が朝枯渇している可

能性があることから、朝食の影響をより強く
受ける可能性があります。また、乳幼児期の
食事摂取パターンと思春期の脳形態について
評価した報告において、乳幼児期にスナック
類、糖類、加工食品を多く摂取している児で
は、思春期の脳評価で白質容量がより小さい
結果となっていました。このことから、乳幼
児期の食事摂取状況は、脳の成長発達との関
連が考えられ、幼児期の朝食摂取が脳の成長
発達に良い影響を及ぼしている可能性があり
ます。
　本検討において、3歳時の朝食摂取習慣は、
算数の学力向上と関連し、国語の学力とは関
連しませんでした。認知能力には、図にお示
ししますような種類があることが知られま
す。この中でも例えば「処理速度」などが算
数の学力向上と関連したのではないかと推測
しています。今後は学力テストの中の領域ご
との解析を検討しています。
　結語です。幼児期に朝食摂取を習慣づける
ことは、将来の学力向上につながる可能性が
あります。ご静聴ありがとうございました。
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野口主席研究員
　それでは、「尼っこ健診結果を用いた分析
結果から見える生活習慣病予防の課題」につ
いて、現在の研究の状況についてご報告した
いと思います。
　はじめに、これまで明らかにしてきた研究
結果について、まとめてご報告したいと思い
ます。我々のグループでは、子どもたちが将
来生活習慣病にならないために、その重要な
ファクターとなる肥満に着目して、肥満度の
増大に関連する生活習慣のリスク要因を明ら
かにすることや、乳幼児期あるいは出生時の
体格と、11歳、14歳の肥満度との関連につい
て、これまで様々な分析を行ってきました。
それを通じて明らかになったことは、①就寝
時間が22時以降に寝る子どもは、それより早
く寝る子に比べて肥満度が増大すること、②
総活動量、これは学校での体育の時間を除い
た遊びの時間、自由時間で外遊びをしている、
体を動かしている時間のことですが、これが
2時間未満の子どもたちは、2時間以上の子ど
もに比べて肥満度が増大するということ。
　さらに、③出生時の体格が将来の体格と相
関しているということがわかりました。では、
出生時の体重に関連する要因は何なのかとい
うことで、出産前、つまり、妊娠期の体格と、
出生時体重との関係はどうか、あるいはそれ
以前の体格との関係はどうなのかということ
で調べてみたところ、④妊娠前の母のBMIと

出生時の体重が関係していることが分かりま
した。やはりお母さんのBMIが大きいと、出
生時の体重が大きくなることが分かりました
し、⑤妊娠中の母の体重増加が大きい、ある
いは、妊娠高血圧症があると、むしろ、出生
時の体重が小さくなってしまうということ、
これはあまり良いことではないのですが、そ
ういったことも分かりました。つまり、妊娠
する前からの体重管理、適正なBMIであるこ
とは、将来の子どもたちの体格にも関連して
いる、とても重要な要因であることが分かっ
たわけです。
　そしてさらに分かったことは、⑥体重増加
がある子、生まれた時から11歳、14歳になる
まで体重がどんどん大きくなってくる子、体
格が大きいままである子は、就寝時間が遅く、
必要な量の野菜摂取割合が少ない、そして、
社会的な背景として一人親世帯が多いことも
明らかになりました。⑦さらに、乳児期の母
の育児負担感が、学童期の体重減少に関連す
る可能性があることも、これまで報告をして
きました。

　さらに現在、進めている研究は、家族歴、
遺伝素因がある子は、ない子に比べて生活習
慣病のリスクファクターが早期に出現するの
かということについて、いろいろと分析を進
めていますが、その中でも、LDLが高くなっ
てしまう家族性の高コレステロール血症につ

研究報告（6）
「尼っこ健診・生活習慣病
予防コホート研究」

主席研究員　野口　緑　（大阪大学大学院 医学系研究科 特任准教授）
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いて分析を進めています。
　昨年もご報告した海外のデータですが、リ
スクファクターがあれば、年齢を追うに従っ
て動脈硬化が進んでいくことを示している
データになります。
　左側は、腹部大動脈の変化に関するデータ、
右側は冠動脈、心臓を養う血管の動脈硬化が
進んでいたかどうかということを明らかにし
ているデータになります。一番上が初期の動
脈硬化病変、真ん中が粥状硬化の初期病変、
少し変化が進みだしてきている状態です。そ
して、一番下は粥腫、プラークという血管の
内腔に張り出す瘤ができているという血管の
変化が起こっている状態になります。
　黒いバーは、脂質異常や肥満、高血圧、喫
煙という動脈硬化のリスクファクターがあっ
た人の結果で、動脈硬化がどれくらい進んで
いるか、何パーセントぐらい狭窄があったか
というものになります。一方、薄い色のバー
は、リスクファクターがなかった人のデータ
になります。横軸は年齢、いずれのデータを
見ていただいても、リスクファクターがない
グループに比べて、リスクファクターがあれ
ば、若年期でも動脈硬化が進んでいっている
ことがわかります。
　動脈硬化が進んだまま、年齢を重ねて成人
期、成人後期につないでいくと、心筋梗塞あ
るいは脳梗塞の発症につながりかねないの
で、できるだけ早い段階から予防することが
必要ですが、特に興味深いのは、15歳から19
歳でもリスクファクターがあれば、リスク
ファクターがない子に比べて、初期の動脈硬
化病変は進んでいるということがわかりま
す。より早期に予防していくことが重要であ
ることがこのデータからもわかります。
　日本動脈硬化学会が示す小児FH（家族性
高コレステロール血症）の診断基準では、血
液検査でLDLコレステロールが140㎎ /dL以
上が複数回確認できること、また、180以上

であればFHの疑いがあると考えられること
が示されています。
　そこで、脂質異常症の家族歴の有無によっ
て、子どもたちのデータにどのように違いが
あるのかを調べました。11歳、14歳の脂質異
常症の家族歴のあり、なしで分けた、各健診
結果パラメーターの平均値や割合を示した表
からは、黄色にハイライトした項目について、
家族歴がない子に比べて、ある子に統計学的
有意に違いがあったという結果です。つまり、
11歳においても14歳においても、LDLコレス
テロール値など脂質の項目については、家族
歴がない子に比べてある子は平均値が高いと
いうことがわかっています。
　重回帰分析、並びにロジスティック回帰の
分析の結果では、脂質異常症の家族歴があれ
ば11歳においても14歳においても、LDLコレ
ステロールがおよそ10㎎ /dL上昇することが
わかっていますし、ロジスティック回帰の結
果では、家族歴がない子に比べてある子は、
11歳で概ね2倍、14歳で概ね4倍、LDLコレス
テロールが高くなることがわかっています。
　FHの診断基準に照らして、その疑いがあ
る子がどれくらいいるか、直近の尼っこ健
診の結果で調べました。赤の破線より右側、
LDLコレステロールが180㎎ /dLを超えると
FHの可能性が高い、140㎎ /dL以上が数回確
認できた場合はFHと診断できることになり
ます。11歳、14歳それぞれ該当者がとても多
いというわけではありませんが、その疑いが
ある子どもたちが一定割合いることが確認で
きます。尼っこ健診結果を見てみますと、こ
のFH、家族性高コレステロール血症が疑わ
れる子どもたちについて、家族歴が確認でき
ているのか調べてみましたが、すべての子ど
もたちが、家族歴がありとは書かれていない、
つまり、FHの疑いに気づいていない可能性
があります。また、家族が既に心筋梗塞や狭
心症を起こしたという報告がある子どもたち
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もありました。
　つまり、お父さんお母さんにおいても、子
どもたちにおいても、そういった素因がある
かもしれないということがわかっていない可
能性があるということですので、より早くス
クリーニングして、必要な医療につなぐこと
が重要ではないかと思いますし、また逆に、
子どもたちのデータからお父さん、お母さん
のFHの可能性を知ることができます。こう
いったことをリバースカスケードスクリーニ
ングというのですが、子どもにおいても親に
おいても、より早期にスクリーニングをして
いくことが、親子ともに動脈硬化を防いで、
子どもたちの生活を守るという観点も含め
て、重要ではないかなと考えています。
　このような予防の取組を、県単位で進めて
いる自治体があります。これは香川県の例で
すが、小学4年生で行っている健診の結果を
もとに、もし、LDLコレステロール値が高け
れば、動脈硬化を進めないために医療機関の
受診を勧め、一方で、その親も遺伝素因がな
いかどうか、将来動脈硬化が進む可能性がな
いかどうかもあわせてスクリーニングし、親
子一緒に治療を続けていく、将来の動脈硬化
を予防していくという取組を進めているとこ
ろがあります。
　こういった政策的な介入も、極めて重要で
ありますので、我々の研究がその一つのきっ
かけになればと考えております。
　今後に向けてですが、早期スクリーニング
につながる施策に貢献できるよう、FH、家
族性高コレステロール血症が疑われる子ども
の状況を、さまざまなデータをもとに、さら
に分析を進めていく予定です。
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今までの研究で明らかになっていること
子どもの肥満度の増加に関連する要因は
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濱島主席研究員
　大阪公立大学の濱島です。よろしくお願い
いたします。
　これまで子どもが担うケアと学習面等との
関連を検討してまいりましたが、2023年度は、
子どもが担うケアの状況と口腔内の状態との
関連を検討しました。
　ヤングケアラーの健康に関する研究が進み
つつありますが、口腔内の状態に着目したも
のは国内外ともにまだほとんど見受けられま
せん。しかし、口腔内の状態の悪化は食事面、
全体的な健康状態に影響し、社会生活の遂行
を難しくする等、決して軽視することができ
ない事柄であることから、今回はこの検討に
取り組みました。
　使用したデータは、学校歯科健康診断、ヤ
ングケアラーに関する実態調査、住基データ
等で、ヤングケアラーに関する実態調査が実
施された2021年時点において、小学6年生、
中学1年生のデータを使用しました。
　分析方法ですが、小6、中1の各学年につい
て、学校歯科健康診断の結果を目的変数、ケ
アの状況を説明変数としてロジスティック回
帰分析を行いました。ケアの状況としては、
特にヤングケアラーのケアとして代表的な

「家事の頻度」、そしてヤングケアラーならで
はのケアでもある「身体的介助の頻度」、さ
らにケアの時間に該当する「学校がない日の
お手伝い時間」を用いました。また、性別、

就学援助の状況、地区を説明変数に含め、交
絡因子の影響を調整しました。
　それでは、結果の方は共同研究者である大
阪歯科大学の中塚よりご報告させていただき
ます。

中塚研究協力者
　結果です。分析対象は、住基データ及び学
校歯科健康診断において欠損値がなかった小
6の2540名、中1の2514名、計5054名です。就
学援助を受けていたのは小6、中1ともに学年
全体の2割でした。
　口腔内の状態について説明します。「永久
歯未処置歯」がある者は、小6では全体の
10.4%、中1では13.5%でした。「要観察歯」が
ある者は、小6では全体の11.3%、中1では
19.2%でした。
　ケアの状況について説明します。「学校が
ない日のお手伝い時間」は、小6、中1ともに
1時間未満が約7割を占めましたが、約1割は4
時間以上でした。ケアの頻度である「家事の
頻度」は、小6、中1ともに全体の約2割がい
つもすると答えていました。「家族の世話（身
体的介助）の頻度」は、非常に個人差があり、
小6、中1ともに全体の約1割がいつもすると
答えていました。
　それでは、本報告の主題である口腔内の状
態とケアの状況との関連について説明しま
す。このスライドでは、ケアの状況のオッズ

研究報告（7）
「尼崎市におけるヤングケアラーの
実態調査と課題解決に向けた手法の
検討」
主席研究員　濱島　淑惠（大阪公立大学大学院 現代システム科学研究科 教授）
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比を表で示しています。
　今回は小6と中1に分けて分析を行っていま
す。目的変数が口腔内の状態で「永久歯未処
置歯」「要観察歯」「歯垢の状態」「歯肉の状
態」の4項目です。さらに説明変数としてケ
アの状況の3項目、「学校がない日のお手伝い
時間」「家事の頻度」「身体的介助の頻度」と
の関連をそれぞれ検討しました。したがって、
2×4×3の24通りのロジスティック回帰分析
を行っていることになります。
　このスライドに示されているのは、交絡因
子の影響を調整したオッズ比ですが、赤色に
なっている7項目が有意なオッズ比が認めら
れたものになります。「家事の頻度」に関し
ては、いずれの分析でも有意な関連が認めら
れませんでしたが、手伝いの時間が長いもの
ほど、身体的介助をしているものほど口腔内
の状態が良好ではないものが多いという結果
が得られています。
　一例をあげると、小6の「永久歯未処置歯」
の結果では、学校がない日のお手伝い時間が
1ポイント増えるとオッズ比が1.304上昇する
との結果になっており、これは有意な結果と
なっています。要するに、お手伝いをしてい
る人ほど治療がまだなされていない、むし歯
があるものが有意に多いという結果になりま
す。
　このスライドは、小6の「永久歯未処置歯」
について交絡因子の結果も含めて示したもの
です。ご覧のとおり、就学援助の状況と地区
についても有意な関連が認められています。
就学援助の状況からは、経済的に困窮してい
る者の方が、むし歯がある者が有意に多いと
いう結果になっています。
　このスライドは、中1の「永久歯未処置歯」
について交絡因子の結果も含めて示したもの
です。ご覧のとおり、小6と同様に就学援助
の状況と地区について有意な関連が認められ
ています。就学援助の状況からは、経済的に

困窮している者の方が、むし歯がある者が有
意に多いという結果になっています。また、
地区によっても差がありました。
　これらの影響を調整しても、ケアによる口
腔内への影響があると考えられます。
　それでは、濱島がまとめとして考察を述べ
ます。

濱島主席研究員
　それでは考察です。ケアの頻度が高い、ま
たケアの時間が長いほど口腔内の状態が思わ
しくなく、ケアを担うことにより口腔内の健
康に影響が生じる可能性が示唆されました。
経済的に困窮している家庭の方が口腔内の状
態が思わしくないと考えられ、歯科治療が後
手に回っている可能性が考えられます。
　近年、日本でも「口腔の健康格差」が存在
し、「子どもの歯の生活習慣にまで手が回ら
ないほど生活に余裕がないことが口腔崩壊の
一因」との結論が出ています。なお、本研究
で示してきた一連の研究結果においても、ヤ
ングケアラーと貧困との関連が示唆されてき
ました。
　歯科医療からのアプローチとしては、口腔
内の状態が思わしくない子どもがいた場合、
子どもが担うケアの状況を考慮し、学校との
連携、口腔衛生指導を進める必要があると考
えられます。
　一方、ヤングケアラーの支援としては、現
在特に緊急性が高いヤングケアラーの優先的
支援が推奨されていますが、その判断を行う
際、「ケアの時間の長さ」、そして「身体的な
介助の頻度」は一つの指標になりうると考え
られます。
　私たちの報告は以上とさせていただきま
す。ご清聴ありがとうございました。
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藤澤主席研究員
　慶應義塾大学の藤澤です。よろしくお願い
します。こちらの先生方との共同研究を報告
させていただきます。
　子どもの健やかな発達に影響する要因に
は、発達を妨げるリスク要因と発達を支え導
く保護的要因とがあり、両方ともお母さんの
おなかの中にいる胎児期から作用し始めるも
のがあります。本研究課題は、子どもの健や
かな発達を支え導き守る要因としての幼児教
育に着目し、胎児期、妊娠期から就学までに
見られる発達に対するリスク要因の影響が、
良質な幼児教育によって緩和されるのかとい
うことを明らかにすることを目指していま
す。
　昨年度は妊娠期、妊娠届に着目をした報告
をしました。本日は乳幼児健診に着目し、1
歳半健診時に見られる発達リスクの兆候が3
歳児健診時にも継続して見られるのだろう
か、また、乳児期より保育所に通っていた子
どもたちと、乳児期に保育所に行かなかった
子どもたちで違いがあるだろうかという点を
検討しましたので報告いたします。
　まず、乳幼児健診について、これは母子保
健法によって規定されており、1歳半健診と
3歳健診は法定義務となっておりまして、受
診率は全国的に見ると非常に高くなっていま
す。乳幼児健診によって子どもの健康や発達
状況のみならず、親の状況や子育ての環境を

把握し、子育て家庭のニーズに応じて、様々
な職種の方たちの連携によって、子育て家庭
を妊娠期から切れ目のない支援につなげてい
くことが求められています。
　乳幼児健診は、行政と子育て家庭が出会う
大変貴重な機会になるわけですが、私たちは
2022年度の報告会にて、3歳児健診時に見ら
れた発達のリスクが就学後の学力に関連する
こと、また3歳児健診が未受診であった場合
に、そのことも就学後の学力に関連すること
を報告しました。
　この結果は、3歳児健診時での話でしたの
で、もっと早い時期に発達のリスクの兆候を
つかむことができれば、より丁寧なフォロー
や支援ができると考えられます。そのため、
本日の報告では、より早い時期の1歳半健診
にも着目したという次第です。
　尼崎市を通じてご提供いただき、本報告で
用いた行政記録情報はこちらのとおりです。
すべて個人情報を外したかたちでのご提供で
すので、私たちや私たちの分析から特定の個
人やご家庭を同定することはできません。
　乳幼児健診は、小児科健診、小児科所見な
ど多岐にわたる健診内容が含まれています
が、本報告で分析対象としたのは、身長と体
重、加えて保護者が回答する問診票のうち、
発育に関する項目の回答について保健師がス
クリーニングチェックをしたものになりま
す。本報告では、保育利用データを用いて、

研究報告（8）
「就学前教育の質が就学後の学力や
健康に与える影響」

主席研究員　藤澤　啓子　（慶應義塾大学 文学部 教授）



78

1歳から3歳まで継続して保育所に通っていた
子どもたちと、1歳から3歳まで継続して保育
所に通っていなかった子どもたちを自宅グ
ループとして比較をしました。
　結果です。まず、乳幼児健診の受診状況で
すが、保育所利用グループと自宅グループと、
どちらも1歳半健診よりも3歳児健診の方が、
受診割合が低くなっているという傾向が見ら
れますが、保育所利用グループの方が自宅グ
ループよりも乳幼児健診の受診割合が低いと
いうことがわかりました。保育所利用グルー
プでは、保護者が就労しているご家庭がかな
り多いですので、就労している保護者が乳幼
児健診に子どもを連れていきやすい工夫の必
要性も考えられるところかと思いました。
　身体的発育状況についてです。カウプ指数
は、乳幼児期のやせや肥満の度合いを見るた
めに使われまして、18以上が太り気味とい
うことになります。1歳半健診時に太り気味
であった子どもたちが3歳児健診時にどうで
あったのかというのを見てみると、3歳児健
診時にも継続して太り気味だったという子ど
もの割合は、保育所利用グループの方が自宅
グループよりも少ないということがわかりま
した。
　粗大運動発達とは、走ったりジャンプした
りといった体の大きな動きの発達のことを指
します。粗大運動の発達について見てみます
と、1歳半健診時に粗大運動に関わる項目で
保健師のスクリーニングチェックが一つでも
あった子どもは、保育所利用グループで3.8%、
自宅グループ5.3%で、保育所利用グループの
方が少なかったのですが、1歳半健診時に粗
大運動発達にスクリーニングチェックがあっ
た子どもを対象に追跡して見てみると、3歳
児健診時にも継続してスクリーニングチェッ
クが入った子どもの割合は、自宅グループよ
りも保育所利用グループの方が小さいという
ことでした。積み木を積んだり、折り紙を折っ

たりといった手先の細かい動きを指す微細運
動の発達についても、粗大運動発達と同様の
傾向が見られました。
　次に、社会性・認知機能の発達についてで
す。社会性と認知機能は機能として重複する
部分が多いことから、当報告ではまとめて検
討をしました。他の発達領域よりも項目数
が多いことから、そもそもスクリーニング
チェックが入る確率が高いという点は解釈に
おいて留意すべき点ですが、1歳半時点で見
てみますと、スクリーニングチェックが入っ
た子どもは保育所利用グループの方が割合と
しては少ないということでした。そして3歳
児健診時にも継続してスクリーニングチェッ
クが入った子どもの割合も、保育所利用グ
ループの方が自宅グループよりも割合として
は小さいということでした。
　最後に、身辺自律の発達についても見てみ
ましたが、他の発達領域と同様で、1歳半健
診時から3歳児健診時に継続してスクリーニ
ングチェックがあった子どもの割合は、保育
所利用グループの方が小さいということでし
た。
　まとめますと、1歳6か月健診時に見られた
発達リスクの兆候が3歳児健診時においても
継続して見られる子どもは、保育所利用グ
ループにも自宅グループにも一定数存在しま
すが、乳児期より保育所を利用したグループ
の方が、乳児期に保育所を利用しなかったグ
ループよりも、発達リスクが継続する子ども
の割合は、どの発達領域においても低いとい
うことがわかりました。
　ただ、まだ検討すべき課題が多く残されて
おります。まず、本報告は乳幼児健診を受診
した子どもたちについての検討であり、健診
がそもそも未受診であったという子どもたち
については何もわからないという点がありま
す。また、保育所利用グループの方が自宅グ
ループよりも健診の受診割合がそもそも低い
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という点も、重要な注目すべき点かと思われ
ます。
　また、保育所利用グループの方が自宅グ
ループよりも発達リスクが継続する子どもの
割合が低いという結果でしたが、乳児期に保
育所を利用したから発達リスクが減じられた
といったような因果関係を示したというわけ
ではないという点は強調しておきたいと思い
ます。
　保育所を利用すると、保護者が就労するこ
とも合わせて、子どもたちの生活自体が大き
く変わるはずですので、保育所を利用したと
いうことよりも、保育所の利用によって家庭
環境も含めて生活が変わったということの影
響も考えられるところかと思われます。さら
に、乳児期より保育所を利用する家庭と利用
しない家庭とが、子どもの発達に影響するも
のの保育所の利用とは必ずしも関連しない
様々な点において異なる可能性については検
討ができていません。保育所を利用した子ど
もがもし保育所に行かなかったとしたら経験
したであろう環境や刺激が、自宅で過ごした
子どもと同じといえるのかどうかなど、さま
ざま検討すべき点がまだ残されております。
これからさらに検討を進めていきたいと思っ
ております。
　以上です。ありがとうございました。
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मָگ育の࣯がमָޛのָྙΏ健߃に
༫͓る影響

౽ᖔࢢܔ ʀҬଢ༺ ʀِ௫ߔ ʀ ʀ
ژԲج ʀ࣪ຂࢢ

ጱٝग़ָܜ ָसӅָ ָښ ָځེ

೧ ݆ ೖָࢤ;とүͬڂݜॶๅࠄճ

3

ೝ৹期ʛमָまでに見られる発達にたいするリスクགྷ因の
影響は、ྒྷ࣯な幼児گ育によって؉されるのかʃ

課題ڂݜ

ຌೖのๅࠄ

 歳 か月児健診時に見られた発達リスクの兆候は、 歳児健診時に
も（継続して）見られるのͫΘうかʃ

 乳児期より保育所を利用したグループと乳児期に保育所を利用しな
かったグループでҩいがあるͫΘうかʃ

5

मָに存在した
家庭のࡃܨリスク・発達のリスク・健診未受診リ
スクはमָޛのָྙとෝの関࿊がある

೧ָౕࢤ;とүͬڂݜॶๅࠄճන಼༲ΓΕ

学力

就学前
生保受給有

歳児健診時
発達リスク有

歳児健診
未受診リスク有

ࠬ೧ࠬ೧
ਫ਼まΗ݆ݽఈްՎਫ਼まΗ݆ݽఈްՎ
ָ೧ݽఈްՎָ೧ݽఈްՎ
ఈްՎݽߏఈްՎָݽߏָ
ఈްՎݽڅָ

Obs = 39235
ۋฑޢࠅ (SD) = 58.6 (21.9)
ۋฑ਼ࢋ (SD) = 64.1(20.7)

女児ダミー

-12.35**(0.86) / -14.33**(0.92)

-3.86**(0.43) / 
-4.06**(0.46)

-7.79**(0.50) / 
-8.23**(0.56)

5.51**(0.26) /1.17**(0.27)

. (  )಼ͺࠬ೧พָڅとݺਕͲέϧηνϨϱήͪ͢ඬ६ࠫޣ. +: p < .10. *: p < .05. **: p < ਼ࢋ/ޢࠅʁ਼ܐ.01.

7

 ਐର発育য়ڱ…ਐௗ・ର॑

 保ंޤがյする診ධの発育に関するߴのյについて、
保健ࢥがスクリーωϱグοΥρクしたもの

�ӣಊ
�ඏࡋӣಊ
�ऀճʀஎؽ
�ਐวཱࣙ
Ͷྪ͢ͱ検討

ੵଲেとͪ͢༰݊ࣉਏʤ ࡂ ਏʀ݊ࣉ݆͖ ਏ݊ਏʥ಼༲݊ࣉࡂ

ฯ͗ंޤյすΖߴʤ16͖݆݊ࡂਏ༽ʥ

2

 子どもの発達影響するリスクགྷ因と保ޤదགྷ因はೝ৹期（ଽ児
期）からある

保ޤదགྷ因としての幼児گ育の
 ΠϟリΩでは幼児گ育の利用のް果を֮できないというๅࠄが続いている

9 ঘָߏద͵گү๏๑รԿ͗Ӫ͢ڻͱ͏ΖՆ (Whitetaker et al.,2023)

 幼児گ育の࣯と子どものΠΤφΩϞはસରదにΊると関࿊がある
9 ͪͫ͢ްՎྖͺき͚͵͏ (Perlman et al., 2016; Brunsek et al., 2016)

 幼児گ育の影響をྒྷくもѳくも受けΏすい子どものಝの関ৼ
9 พ(Oppermann et al., 2023͵ʹʥ

ܢ課題ഐڂݜ

4

子ども（と）の健߃য়ڱΏ
子育てڧをѴし、
ωーθにԢじて
ଡ৮झ࿊ܠにより子をれ
のないࢩԋにつな͝ていく

 子保健๑によるو定
 ࡂ ਏと݊ࣉ݆͖ ਏͺʰٝແʱ݊ࣉࡂ
ˢणਏིͺ༁

༰݊ࣉਏとͺ

ਏ݊ࣉ6͖݆ࡂ1

ਏ݊ࣉࡂ3

ೝ݊ਏ

̑ʛ͖݆̔݊ࣉਏ

̗ʛ͖݆̏̏݊ࣉਏ

ਫ਼ࣉְ検ࠬ
ඬ६ద͵༰غࣉ݊߃ਏࠬと ฯ݊ࢨͶؖすΖघӀき
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/tebiki.pdf
͞ʹՊఋு ͞ʹ課ఖ৻٠ճүҫྏՌճࣁྋ̐Νࢂল
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ce28e632-7504-4f83-86e7-7e0706090e3f/5a476375/20231122_councils_shingikai_seiiku_iryou_tWs1V94m_07.pdf

ٝແ

қ

6ຌๅࠄͲ༽͏ͪߨىๅ
 住民基本台帳データ（ 年～ 年）  歳半健診データ（ 年～ １６年）

ड़ਫ਼೧ ਕ਼
2011 3412
2012 3337
2013 3267
2014 3196
2015 3091

णਏ೧ ਕ਼
2012 2911
2013 2937
2014 2879
2015 2898
2016 2827

णਏ೧ ਕ਼
2014 2782
2015 2761
2016 2754
2017 2741
2018 2741

 歳健診データ（ 年～ １ 年）

֚೧ ਕ਼
2014 1174
2015 1262
2016 1350
2017 1431
2018 1464

 保育利用データ（ 年～ 年）
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ரষ੶ஈੲਾभಖਪ؞
ফઃभનੳ

ॹشॱभঢ়৴॑
નੳ

नुभ॔क़ॺढ़
धभঢ়৴॑ਫ਼

ҐԾの̐つのグループをർֳ

 【保育所利用༙り】̏ʛ 歳まで継続して保育所に௪っていた ਕ

 【自宅】̏ʛ̑歳まで継続して保育所に௪っていなかった ਕ
9 ʁචͥ͢સҽ͗ࣙͲͶΓΖࢢүͱΊΝͪ͢ݩܨΚ͜Ͳͺ͵͏

ʤྭʁૈ͵ʹͶΓΖүʥ

ฯүॶͶ௪ͮͱ͏ͪࢢʹと௪ͮͱ͏͵͖ͮͪࢢʹർֳ

ϓϫʖڂݜ
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9༰݊ࣉਏणਏয়ڱ

70
75
80
85
90
95

100

歳 か月健診 歳児健診

保育所利用 自宅

༰݊ࣉਏणਏয়ڱർֳ

歳から保育所利用していたグループの๏が、 歳ʛ 歳まで自宅育
児のグループにർ΄て、乳幼児健診受診割合は低い

11ӣಊୣ

ӣಊͶؖΚΖߴͲɼฯ݊
ʹࢢοΥρέ͍͗Ζىࢥ

఼ʁ࣎ϴ݆̔ࡂ̏

ʴฯүॶཤ༽ʵ %
ʴࣙʵ     %

歳 か月児健診時に大ӣಊ発達にスクリーωϱグοΥρクがあった子ど
ものうͬ、 歳児健診時にもスクリーωϱグοΥρクがあった子どもの割
合は、【保育所利用】＜【自宅】

13ऀճʀஎؽୣ

歳 か月児健診時にऀճ性・எؽ能の発達にスクリーωϱグοΥρクが
あった子どものうͬ、 歳児健診時にもスクリーωϱグοΥρクがあった
子どもの割合は、【保育所利用】＜【自宅】
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 健診未受診の子どもについては分からない

・・・乳幼児健診受診割合は、【保育所利用】＜【自宅】

 保育所の利用によって発達リスクが減じられた（因果関係）ということを示したわけではない

 乳児期から保育所を利用する家庭と利用しない家庭が、子どもの発達に影響しうるさまざまな
点において大きく異なる可能性については未検討である

まとめ

 歳 か月児健診時に見られた発達リスクの兆候が、 歳児健診時にも継続
して見られる子どもが一定数存在する

 乳児期より保育所を利用したグループ（【保育所利用】）は、乳児期に
保育所を利用しなかったグループ（【自宅】）よりも、発達リスクが継
続する子どもの割合が低い

検討すべき課題
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このグループの
̑歳時点をർֳ

歳 か月児健診時にଢり͙Ίで、 歳児健診時にもଢり͙Ίͫった
子どもの割合は、【保育所利用】＜【自宅】
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歳 か月児健診時にඏࡋӣಊ発達にスクリーωϱグοΥρクがあった子ど
ものうͬ、 歳児健診時にもスクリーωϱグοΥρクがあった子どもの割
合は、【保育所利用】＜【自宅】
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歳 か月児健診時にਐว自ཱの発達にスクリーωϱグοΥρクがあった子
どものうͬ、 歳児健診時にもスクリーωϱグοΥρクがあった子どもの
割合は、【保育所利用】＜【自宅】
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大竹所長
　よろしくお願いします。では、大根田さん
から最初にプレゼンテーションをお願いしま
す。私の方でスライドを共有しますので、よ
ろしくお願いします。

大根田氏
　ありがとうございます。皆さん、こんにち
は。紹介いただきましたOECD日本政府代表
部の大根田と申します。もともとは文部科学
省で勤務しておりまして、この2年ほど、外
務省に出向してパリで働いております。
　OECD日本政府代表部というのは大使館の
ような場所でございまして、国際機関そのも
のというよりは、OECDという国際機関に加
盟している日本を代表してOECDにおいて交
渉・調整等を行う役割を果たしています。こ
の代表部には各省庁から出向者がおりまし
て、私も文部科学省から出向して教育を主に
担当しております。
　経済協力開発機構（OECD）ですので、中
心的な内容は貿易でしたり経済でしたりする
わけですが、それらを支える人材をどのよ
うに育成していくのかという観点から、皆
さんも聞いたことがあるかと思うのですが、
PISAという国際的な学力調査や、それ以外
にも、今日の対談の材料として幾つかとりあ
げる、様々な調査等を行っている国際機関で
ございます。
　今日はこのような機会をいただきましたの

で、このOECDがやっている調査でしたり、
こちらで勤務する前には埼玉県に出向させて
いただいておりましたので、その時の話など
を少しさせていただこうと思います。
　PISAという学力調査の他にも、OECDは
いろいろな形で子どもの成長でしたり、状況
を把握するための調査を開発・実施していま
す。例えば、今スライドをお示しいただいて
いるのは、PISAの中のアンケート調査です。
学力がどうかだけではなくて、そもそも学び
に向かう意欲等がどういう状況にあるのかと
いうことについての調査も行っています。こ
れも実は簡単にできることではなくて、心理
学等に基づいてどうやれば意欲等を正確に測
定できるかということを、国際的に研究者の
方々が関わりながら作り上げているもので
す。アンケートと聞くとすごく簡単に作成が
できるように見えるのですけれど、実はそれ
は非常に繊細な作業でありまして、子どもた
ちの心の状態を正確に捉えていくために、調
査の設計が非常に丁寧に行われているところ
です。
　次のページは、PISAとは別のTIMSSとい
うOECDではない主体が実施する国際調査に
なります。ここでも授業の状況がどうであっ
たかや、子どもたちがどのような授業を受け
ていたかということについても調査をして、
要すれば、どのような授業を受けている子ど
もがどのようなアウトプットになるのかとい
うことを、その因果関係とまでは言わないま

対談
「現場を支える！教育データの活用について」

　所　長　大竹　文雄（大阪大学感染症総合教育研究拠点 特任教授）
　ゲスト　大根田頼尚（OECD（経済協力開発機構）日本政府代表部一等書記官）
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でも、一定程度関係性を見ていこうというこ
とでやっていたりもします。
　また、次のページですが、これはAIを使っ
た調査でありまして、先ほどご覧いただいた
PISAなどは、大体は義務教育を終えたぐら
いなので15歳を念頭において調査を行ってい
ますけれども、その数年に１回の調査で毎回
調査する対象の子どもは違っていて、3年後、
4年後に別の15歳の集団を対象に調査をする
というものですが、より丁寧に日々の中でど
ういう状況であるかということを把握すると
いうこと。それはより正確にデータを取ると
いう面もありますし、形成的評価として日々
の中で評価をした結果、すぐに指導に生かせ
ると言う側面も考えながら、日々データを
とっていくということにも今取り組んでいま
す。
　次のスライドは一つの例でありまして、要
すれば、先生が子どもたちをどう評価したか
と、問題を解かせた結果をどう評価して、こ
の子はどこがつまずいている、どういうこと
をやったらいいという内容を、AIにそのデー
タを食べさせて、AIにある程度、要するに
その先生方が持っているこういうふうな回答
結果からはこういうふうな指導していったら
いいというものを学習させて、先生方にはそ
れを参考にして子供たちに指導をしていく
と。
　これを世界中の先生方の、多言語のデータ
をAIに食べさせることで先生方をアシスト
していく、そういったことも今、OECDでは
しようとしています。そういった様々な調査
をしているというのが一つ目のご紹介です。

　二つ目の点でございますけれども、次の
ページをごらんいただきますと、埼玉県に出
向していたときに利用していたデータなので
すが、子どもたちの状況というのは一人一人
違うという点であります。当たり前のことな

のですが、もちろん結果もそうなのですけれ
ども、そこに至るプロセスとしても、これは
50メートル走を念頭に置いておりますが、走
るのが早い子、遅い子、苦手な子がいたり、
やる気がある子、ない子、いろんな子がいる
わけで、その背景には、その子のもちろんも
ともとの能力であったり、家庭環境であった
り、社会経済的な状況があって、いろいろな
内容が絡みながら、その一人一人の状況は違
うと。
　その違うなりに、その子たち一人一人がど
う成長していくかということを、子どもたち
に寄り添ってやっていくのが、教育の本質部
分であって、教師という職業の本質部分なの
であろうと。そこにどうやってデータ上寄り
添っていくか、その本質に沿った形にデータ
をつくっていくということが非常に重要なの
であろうというふうに考えています。
　次のページをご覧いただきますと、よく話
で出ている学力が高い学校とか、学力がより
高い子というのがいたときに、では、その学
力が高い学校の方が、低い学校よりも教育力
が高いのかとか、もしくは学力が高い子ども
の担任の方が、学力が低い子どもの担任より
も教育力が高いのかといえば必ずしもそうで
はなくて、やっぱりそこには社会経済的なと
ころの影響等が様々関係していますので、も
ちろん学力が高いことは悪いことではないわ
けですけれども、学力が高いから教育力が高
いということになるわけでは必ずしもないで
あろうと。
　実際、次のページをご覧いただきますと、
これは埼玉だけではなくて、似たようにこの
子ども一人一人がどう成長したかということ
を追いかけている調査というのは横浜市でも
やっているのですが、横浜市のデータを見る
と、学校単位で見たときに、左側ではオレン
ジの方が学力の高い学校で赤の方が低いので
すけれど、それを伸ばしているかどうか、子
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ども一人一人が伸びている割合が多いか少な
いかというふうに見ると、必ずしもオレンジ
色のところがより伸ばしている学校になるわ
けではなくて、逆に赤い学力が低いとされて
いる学校が伸びていない学校なわけでなく
て、そこはバラバラなのですね。
　つまり、その高い低いという側面だけじゃ
なくて、伸ばしたかどうかということを考え
ていく必要があるのではないのかということ
を、これは横浜市が示しているわけなのです
けれども、要すれば、この背景にはやっぱり
子ども一人一人は違うよねと。一人一人の状
況をきちんと見て、それを伸ばしていく。そ
れぞれの子どもの状況に応じて、それなりに
一歩でも成長するところを支えていくという
のが大事なんじゃないのと。そのためにデー
タをとって、一人一人の状況をより正確に把
握して、伸ばしていくということが要るので
はないのということを言っているということ
になります。
　次のページをご覧いただきますと、こう
いったデータの利用に関しては多くの自治体
に広がってきていて、基礎自治体レベルもあ
れば都道府県レベルもありますけれども、だ
んだんと多くの自治体さんが共感をして広
がってきているということだと思います。
　つまり、一人一人の子どもは違うと。それ
を前提とした上で、どうやって子どもたちの
データをとって支えていくかと。正確に言え
ば、支えていくためにデータをとって、どう
それを利用していくかということを考えな
きゃいけないと。高い低いを見るだけではな
いアプローチを、データを使ってやっていか
なきゃいけないというふうな自治体がどんど
ん広がってきていると。これはすごくいい傾
向であるのだろうというふうに思います。

　話題提供として、最後にもう1個だけ。デー
タを使うにあたって、データと現場の先生方

の関係はどうあるべきなのかという点であり
ますけれども、よく私は医者と同じなのだろ
うというふうに思って説明をさせていただい
ています。
　つまり、ここでは医師と教師を並べており
ますけれども、端的に言えば、データが主
で、プロである医師とか教師が従なのではな
くて、あくまでデータは従であって、決定権、
その最終的な決定をしていくのは教師であっ
たり医師であったりという専門家なのであろ
うと考えているということです。
　つまり、データをとって、教師というのは
子どもたちを指導していくわけなのですが、
例えば子どもたちの学力が伸びたとか、アン
ケート結果が急に悪くなったとか、そういっ
たデータが出てくるわけです。そして、大き
なデータの分析では、こういうふうな傾向が
あると子どもたちはこういうふうになる可能
性があるとか、これとこれは関連性が高いと
か、だからこうした方がいい、という分析は
あるわけです。そういう分析は医者でもあっ
て、例えば血圧がこの投薬でこう下がったと
すれば、この投薬が効くはずということはあ
るわけですが、実際に目の前の患者に対して
投薬をするかしないかの最後の判断は専門家
である医者に委ねられるわけです。
　これは教師も同じで、データによれば効果
があるからこれをやらないといけないという
わけではなくて、データでは確かに効果があ
るけれども、自分が見てきた子どもたちの状
況を踏まえると、こうした方がいいというふ
うに別の判断をすることも可能なわけです。
あくまでデータは参考でしかないと。そこを
間違えてしまうと、やはり判断としては違っ
てきてしまうのだろうと。
　このことは、常にデータを無視していいと
いう意味ではなくて、常にデータと対話しな
がら、つまりデータがこう示している訳だか
らこれをやろうと思うことも当然ありうるわ
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けなのですが、あくまでやはり最後は専門家
である教師の判断というのがあるのだろうと
いうところは大事な点だと思っております。
　長くなりましたけれども、私からは以上3
点ほど情報を提供させていただきました。今
日はよろしくお願いします。この後の対談を
楽しみにしております。

大竹所長
　どうもありがとうございました。大根田さ
んの方から、まずはOECDでどんなことをし
ているか、国際レベルで同じような問題を
使って、学力やあるいは学習意欲、それから
指導内容をどのように測るのかということが
分析されていて、日本でもそれに対応して
やっているということの説明がありました。
特に、OECDでAIを使って学習の指導を個々
の子どもたちに合わせてできる手法を今開発
しているというのは非常に興味深くお聞きし
ました。そして、きちっと子どもたちの状況
を見るためには、やはり継続したデータ、同
じ子どもたちを追跡していかないと、教育の
効果というのをきちっと測ることはできない
ということを教えて頂きました。実際、日本
でも様々な自治体でそういうことを開始して
いるとのことでした。
　実は尼崎市もそうしたことをやっていま
す。今日の報告会でもあったのですけれども、
尼崎市の場合は、小学校、中学校の継続的な
データだけではなくて、生まれる前から母親
の妊娠の時の状況まで追っていけて、乳幼児
健診の状況、あるいは保育園、保育所の状況
というのも含めて統合的に把握できるという
特色があります。教育以外のデータと統合し
て分析をするということで、画期的なことを
していると私自身も思っております。
　最後のところでデータの活用についてのお
話を少ししていただきましたけれども、それ
を踏まえて、議論をしていきたいと思います。

　ご紹介いただきましたし、私たちもデータ
で一生懸命分析はしているのですけれども、
データで教育について分析できていればそれ
でいいのかというと。それだけではないよう
に思います。極端な意見としては、エビデン
スベーストというか、エビデンスだけで教育
政策を決めていくべきだというふうにおっ
しゃる人もいるかもしれないのですけれど
も、その辺は大根田さん、こういうデータ分
析を進めていく立場としてはどういうふうに
思ってらっしゃるのでしょうか。

大根田氏
　ありがとうございます。非常に重要な点だ
と思います。特にデータで取る対象としての
アウトプット、アウトカムの部分ですね、子
どもの。ここについては、ある意味謙虚な態
度が求められると思っています。すなわち、
やはり子どもの成長をデータですべて把握す
ることは難しいのだという前提に立つべきな
のだろうと考えます。
　例えばPISA一つをとっても、問題を解く
ということを通じて能力を測定しようとする
わけで、そこにはやはりおのずから限界があ
るということです。一方で、とはいえですね、
それをどうやって多角的に、より正確に捕捉
していくかという努力はOECDも含めてやっ
ていて、それは学力もそうですしアンケート
設計もそうですし、先ほど大竹先生がおっ
しゃった数年に一回じゃなくて日々にしてみ
ようとか、いろんな工夫をしながら、ちょっ
とでも現場の肌感覚に近い、現場が、子ども
が成長したなと、目が輝くようになったなと
いう感覚に近いデータをどうやってやれば
とっていけるのかというところを考えていく
というところがすごく大事なところで。
　やはり現場の方々の経験則とか暗黙知をど
うやってデータで裏付けて、頑張っている先
生方を勇気づけるためにデータを使っていく
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かというのが大事なので、両極端にならない
ということだと思います。データは何の役に
も立たないとか、逆にデータで全部わかるで
はなくて、わからないところはあるけれど、
でもどうやって積み上げるかということが重
要だと。それで現場の先生方を支えていくか
というところが大事なのだろうというふうに
思っています。
　逆に私から大竹先生に伺えたらなと思って
いますのは、まさにその先進的に進んでいる
尼崎市の取組で、現場の先生方の努力を裏付
けるような分析結果のようなものがあれば、
今日もいろいろな分析結果のお話を伺ってい
て非常に興味深かったのですけれど、ぜひ改
めてシェアをいただけるとありがたいです。

大竹所長
　はい、ありがとうございます。実は、子ど
もたちの成長を通じて、先生たちがどれだけ
頑張っているか、あるいは家庭がどれだけ頑
張っているかというのは、こうした継続的な
データ収集でかなりわかることです。
　一方で、やはり本当はもっと現場に役立つ
分析をしたいというふうに思っています。そ
のためには、個々の先生たち、あるいは個々
の学校でどんな取組をしているのかというこ
とを、もう少し客観的な情報で集めていくと
いうことが非常に重要だと思っていて、た
だ、それはなかなか難しいところがあるので
すね。
　私たちが今日報告はしていませんけれど
も、今取り組んでいるテーマが、尼崎市で
行っている放課後学習というものなのです。
これは希望者全員とか、全児童生徒とか、勉
強がちょっと苦しい子どもに対象者を絞って
とか、学校によって対象が違うのですけれど
も、放課後に毎日とか、週に一度とか二度と
か、そういうふうに頻度も学校によって取組
が違うのですね。そういう学習を様々やって

います。そして、これについては、特別に調
査しないと内容が全然わからないっていうこ
とがあって、それの調査を今やっています。
　過去にさかのぼってしていますし、おそら
くかなり効果的なのだろうという予測はして
います。実際、今日私が報告しました学習支
援事業なのですけれども、そこに参加する必
要がないと答えた親の中には、放課後学習が
あるからというふうな回答もあったりしま
す。
　ですから、そういう学習支援事業という効
果を検証したいときに、尼崎市独自でそうい
う苦しい子どもたちについての支援をやって
いるということをきちっと調べないと、本当
の効果が見えないというところがあって、そ
ういうことを研究所あるいは教育委員会の人
と一緒にデータを集めて分析していこうとい
うことをしています。

大根田氏
　すごく大事な点だと思います。本当にそれ
こそ自治体単位、場合によっては学校単位で
子どもの学力等の引き上げをすると。そして、
多分難しいのがやはり取組が各自治体、学校
ごとに多様であるので、その多様な取組をど
のようにデータに落とし込んで分析に持ち込
むかというところは、すごくご苦労があるの
ではないのかなと推察します。
　EBPMという世界で得られるデータだけで
やろうとすると、逆の結果が出てしまったり
とかもしかねない中で、現場と細かくすり合
わせて、その現場の状況をより正確に把握す
るようなデータという形に落とし込むという
あたりは、すごくご苦労があるのではないの
かなと今伺っていて思いました。でも、すご
く大事な、各自治体やっているがゆえに、何
が効くのだろうというところの答えっていう
のは本当に求められているところなのだろう
というふうに感じました。
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大竹所長
　はい。私たちの研究結果でもわかったこと
は、多分クラスサイズの影響を見るにしても、
親がどういうふうに対応するかというのもあ
りますし、学校の先生も対応しているのです
よね。ですから、教育政策を実施して、こう
したらこうなるはずだとかというふうに結果
が見えること以外に、先生たちの工夫や家庭
での工夫、そういうこともやはりどんなこと
をしているのかということをきちっと分析し
ないと、なかなか本質的なところまで、わか
りません。本当に学校の先生たちや家庭の人
達に役に立つ情報というのが提供できないと
いう側面があると思います。もちろん、今ま
での私たちの分析でもかなりのところまで、
できているように思うのですけれども、もう
一歩、本当に実践に取り入れてもらうために
はそこまでやっていく必要があるというの
を、ここの研究所で分析していて痛感してお
ります。
　まだまだやるべきことはあるというか、私
たちもやはり今わかっているデータだけでわ
かることというのは、やはり限られていると
いうことを肝に銘じながら、少しでも現場の
方々に役立つ情報提供をしていきたいという
ふうに思いますし、それは研究者にとっても
非常に重要なことかなというふうに思ってい
ます。
　次のテーマに移りましょうか。次は、尼崎
で様々なデータの分析してきたのですけれど
も、これについてどんなふうに、どんなこと
がそもそも重要で、尼崎市の取組自体をどん
なふうに思ってらっしゃるのかっていうこと
について議論していきたいと思います。どう
ぞお願いします。

大根田氏
　ありがとうございます。今日の発表、それ
ぞれを拝見していても改めて感じましたけれ

ども、尼崎の取組というのは、やはり各自治
体の中でも相当先進的なものなのだろうとい
うふうに思います。
　いろいろな多分野のデータの連携っていう
のは、基礎自治体ならではなんだろうという
ところもあると思います。国だと各省庁別に
分かれていて、どうやってそのデータをつな
げるのだとかいうところの難しさなどもある
中で、本当に基礎自治体ならではの取組とし
て高く評価されるべきものだと思います。
　また、国においても重要だと考えている方
向性である、個々の子どもの課題を早めに見
つけ出してどう対応していくかとか、特に社
会経済的なところの影響が強く出うる中で、
そういった教育以外が持っている様々なデー
タともどうやって結びつけて分析をするかと
か、まさに国においても重要だと思っている
ところを、尼崎市が先駆的にやってらっしゃ
るということなのだと思います。
　全国でも少しでも多くの自治体が同様の方
向性の中でやっていけるようになるというこ
とがすごく大事だということは強く言いたい
ところであります。
　一方で、やはり自治体が1800あるので、尼
崎市のようにすごく先を行っている自治体も
あれば、なかなかそこに行けない自治体も
あって、このアベレージの自治体、マジョリ
ティーのというかマスの平均的な自治体を念
頭に置いたときには、国の立場等で考える
と、アベレージの自治体でも実現する上で何
かtipsというか、肝になる部分みたいなのが
あるとより広がっていくのではないのかなと
感じます。
　全部が全部、尼崎市ほどできるわけではな
いとすれば、横展開をこれからしていくとす
れば、どういうところがポイントになるのか、
逆にこういうところが引っかかり要素でここ
を乗り越えていかないとまずいみたいなとこ
ろが、先進自治体であるからこそ気付かれて
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いるところがあるのではと思うのですけれど
も、そういったところをぜひ、せっかくなの
で私自身も伺ってみたいのですが。

大竹所長
　はい、ありがとうございます。
　まず、私たちは尼崎市さんと協力して様々
なデータを開発しだしたのですね。最初はも
ともと尼崎市さんがやっていた学力テスト、
実は異なる時点の学力試験のデータを同一の
児童・生徒としてつながっていないデータ
だったのですけれど、それを名前からつなげ
ていくということも最初にやりました。それ
から次にやったのは、あまっ子ステップ・アッ
プ調査という統一的に継続的なテスト、IRT
という学力をずっと測れるテストを尼崎市さ
んが始められたので、それの番号付けをどう
するかというところから始まりました。
　ところがやはり非常にマイクロなノウハウ
が必要で、例えば学力テストの欠席者がいた
時に、その人の番号を詰めてしまうというふ
うなことが最初は起こって、それを直すのに
かなり手間がかかりました。
　だから、そういうマニュアルをやはりき
ちっと整備していく。そのためには尼崎市で
どういうマニュアルを作っているのかという
のを、関心がある自治体と共有していくとい
うのが必要かと思います。
　それからもう一つは、非常に重要なことは、
個人情報保護をどうするかということで、統
一コードに接続していくわけですけれども、
私たち研究者にはハッシュ化ということで、
匿名データだけで誰かどこの誰かわからな
い、あるいは学校名についても分からない形
になっています。それから、学校のコードは
分かるのだけど、それが本当のどの地域なの
か分からないという形になっています。です
から、そういうふうに研究者が分析できる形
にどういうふうに匿名加工をするのかという

のは非常に重要なものでした。
　ただ、もちろん課題もあって、先ほど少し
申し上げましたけれども、やはり教育の内容
は学校によってかなり違う。校長先生の裁量、
あるいは先生そのものの裁量があって、やは
り想像以上に違うわけですね。だから、そこ
の情報を統一的に取るということが必要で、
そこを一生懸命やっています。
　もう一つのポイントは、自治体のデータの
強みっていうのは他分野とのデータ連携なの
ですけれど、これは私、市長のリーダーシッ
プが必要かなというふうに思っています。で、
そういう意味では市長がどれだけ覚悟を決め
ているのかなという感じだと思うのですけれ
ど、ここで今日、松本市長さんが出てらっしゃ
いますから、その辺について松本市長からも
一言いただければなというふうに思います。
よろしくお願いします。

松本市長
　はい。急に振られまして、大根田さん、ご
無沙汰しています。ありがとうございます。
　この研究所の役割として、確かに教育委員
会、保健部局、こども部局を横断したデータ
を今扱っていますので、そこは市長のリー
ダーシップが大事なのは間違いないと思いま
すけれど、この報告会も今回で第7回目です
ので、尼崎の場合でいえば、かなりデータ活
用の文化が根付いておりますので、私が市長
になってそこで苦労をしたということは今の
ところないのかなというふうに思っていま
す。
　しかし、やはり姿勢として、エビデンスに
基づいていろいろ政策を判断していこうとい
う文化や考え方を、皆さんと共通認識を持っ
ておくということはすごく大事です。私も
日々の政策判断ではどういうデータがあるの
だとか、どういうふうな分析がされているの
だとかいうことは、意図して質問するように
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していますので、そういうところで市長が意
識しながら運営していくっていうのは、とて
も大切なことかなと思います。

大竹所長
　はい、ありがとうございます。大根田さん、
いかがですか。

大根田氏
　大変ご無沙汰しております。ありがとうご
ざいます。今、市長がおっしゃった文化の部
分、これは本当に一朝一夕にできるものでは
ないのだろうと思います。これまで長い歴史
の中で培われてきた尼崎だからこそという部
分があると思うので、そこはまさに市長、教
育長を含めて、そのトップの方々が繰り返し
その重要性を示しているというところで、に
じみ出てくるものがあるのだと思います。
　そういった辺りは他の自治体でも継続的に
一貫してそこを強調していくところは重要な
ところで、一朝一夕にはできないけれども、
いかにそのトップの方々が共通認識を持って
やっていくかというところが大事なのだろう
なということは今日改めて感じました。
　あと何よりも、久しぶりに市長にオンライ
ンですけど、お会いできてとてもうれしく思
いました。

大竹所長
　ありがとうございました。私たちは市長も
含めて尼崎市から、教育現場からもこういう
分析をできないのかということを依頼されて
います。
　だから、それに対してどう応えられるのか
ということが大事で、本日私が報告した長期
欠席の分析も、非常に貴重なデータを提供し
ていただきましたけれど、尼崎市でこういう
ことが問題になっているのだということを受
けて分析をしています。学習支援もそうです

し、それから放課後学習についても、こんな
取組をしているのだけれどもやはり効果を見
たいという強い意欲があって、それにできる
だけ応えていきたいという対応をしているの
が、尼崎市の実態だと思います。
　こういったデータについて、大根田さん、
文部科学省の立場で、あるいはOECDにいて、
どういうふうに感じられるでしょうか。

大根田氏
　ありがとうございます。まず第一に、デー
タはきっかけにすぎないということ。そして
往還性があるものだということ。この2点だ
と思います。
　最初のプレゼンでも申し上げましたけれど
も、やはりデータが主導するわけではないの
だと。あくまでデータは参考で、こういう結
果がありますけど、じゃあどうしますかとい
うところは、現場が、それぞれの先生方が判
断していくということだと思います。ただ、
やはりデータがあることで、ないのに比べる
と圧倒的に、気づけないことに気づくきっか
けになる。それでその通りやるか、いやデー
タはこう言っているけど違うアクションを取
るかは現場次第だと思いますけれども、そこ
はやはりデータがないのと、あるのとでは意
味が違うということ。
　また、データが勝手に走るわけではなくて、
こういうデータがやっぱりいるよね、こうい
うデータのとり方ではなくてというのを、現
場から逆にデータを取る側に示してデータの
取り方が進化するという往還性の中で、デー
タの価値・質がだんだんと上がっていくとい
うところがあるのだろうなとも思っています。
　私からは以上です。

大竹所長
　ありがとうございます。松本市長、いかが
ですか。
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松本市長
　はい、ありがとうございます。今日大根田
さんの話を伺って思ったのは、尼崎は、基本
的には既存データを活用してもらうという
オープンデータ型なのですね。今回、大竹先
生の先ほどの話で挑戦することは、学校の実
態をつかむために調査はしないのだけれど
も、調べるという取組を少し踏み込んでやろ
うというのが、7回目になって少しやっと、
もう少しデータの取り方の工夫というか、取
ろうという努力を今始めています。
　しかし、一方でOECDのやり方というのは、
あるべき能力論みたいなのもちゃんと議論し
て、それに基づいてアンケートを設計して実
施に至るというすごく大きなことを、要は一
括してやっているのですけれど、これはすご
く大切なことです。
　逆に言うと、尼崎は既存データを組み合わ
せることしかできないです。
　しかし、やはりよるべきおおもとの能力感
とか、そういうところのデータというのは、
OECDとか文部科学省で頑張って作っていか
ないといけなくて、そこについては今、尼崎
は独自のあまっ子ステップ・アップ調査でし
か参照するところがありません。
　結局は何に影響を与えているかといったと
きの、よるべき能力観とか学力観とかそうい
うものについては、ぜひ世界レベルでもそう
ですし、日本レベルでも議論しながら、そう
いう一貫したものをちゃんと作り、そこに各
自治体が持っているデータを参照ないしは比
較できるようにするという環境ができてくる
と、もっと学びと育ち研究所の意味も出てく
るのかなと思いますので、ぜひ今後も期待を
したいと思います。ありがとうございます。

大竹所長
　はい、ありがとうございます。松本市長あ
りがとうございました。

　今後もやはりデータの分析を進めていきた
い。できるだけやはり自動化したいですね。
AIの分析もそうですけれども、大変な調査
をしなくても自動的にデータが集まって、そ
れが分析できるような体制というのをぜひみ
んなで進めていければなというふうに思いま
した。
　ということで、私たちの対談はここまでに
したいと思います。どうもありがとうござい
ました。大根田さん、パリからありがとうご
ざいました。

大根田氏
　こちらこそ、ありがとうございました。　　



91



92



93

　尼崎市教育長の白畑でございます。本日は
いずれも大変興味深い研究報告をありがとう
ございます。また、大根田さまには、早朝か
ら貴重なお時間を割いていただきありがとう
ございました。対談では、子どもたちの学ぶ
意欲への教員の働きかけ方について、教育
データの分析、報告のあり方について大変多
くの示唆をいただいたと思います。
　ここで、尼崎市の教育の現状と研究所の分
析報告の関係を少し報告させていただきま
す。これまで本市の教育の最重要課題は学力
向上であり、先生方にも分析いただいており
ますあまっ子ステップ・アップ調査結果に基
づいて、先ほどの対談でもありました放課後
学習や昼休み後の帯学習といった対策を地道
に行ってきた結果、全国学力実態調査の得点
が、一時期は最大マイナス 13 ポイントほど
であったところ、ようやく今、全国平均に並
ぶ、また超えるような成果が出てきており、
着実に基礎学力がついてきていると思ってお
ります。
　今後は、個々に応じた対応として、今年度
新たに導入しました AI デジタルドリルを活
用して、下位層の底上げ、そして上位層をさ
らに伸ばす取組を行っていきたいと考えてお
ります。
　一方で、今、本市の教育の最重要課題が、
不登校児童生徒が全国平均を上回って増えて
いることであり、今回、大竹先生の方から不
登校児童生徒の特性を分析いただいたことに

つきましては、大変タイムリーな分析であり
がたく思っております。教育委員会としても、
この不登校児童生徒につきましては、様々な
学びの場を提供して対策を行っているところ
ですが、効果が上がっていない状況がござい
ます。
　そうしたことを踏まえて、公立学校の枠組
みとはなりますが、公教育を多様性のあるも
のとして変えていく一歩として、令和 8 年 4
月に学びの多様化学校を設置するための準備
を急ピッチに進めているところであり、今回
分析いただいたデータを活用して、学校らし
くない学校というコンセプトで、新たな教育
課程を作っていければと考えております。
　今後とも先生方には、長期的な視点で経年
分析を行っていただくことで、生徒一人一人
に応じた指導の充実や学習状況の改善を図っ
ていきたいと考えておりますので、引き続き
研究所の先生方のご支援、ご協力をお願いい
たしまして、報告会の最後の挨拶とさせてい
ただきます。
　本日はまことにありがとうございました。

閉会挨拶

尼崎市教育委員会教育長　白畑　優
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学びと育ち研究所報告会
2024年8⽉26⽇（⽉）10:00∼12:00@WEB

第１部 研究発表 第２部 対談

■⼤⽵ ⽂雄 所⻑
（⼤阪⼤学 感染症総合教育研究拠点 特任教授）
「教育環境が学⼒に与える影響」
■安藤 道⼈ 主席研究員
（⽴教⼤学 経済学部 教授）
「⼦どもを対象とした⾏政・教育サービスの
利⽤実態・政策効果の検証」
■北野 幸⼦ 主席研究員
（神⼾⼤学⼤学院 ⼈間発達環境学研究科 教授）
「⾮認知的能⼒の育ちを捉え育む乳幼児教育・
接続期教育の開発」
■中尾 繁樹 主席研究員
（関⻄国際⼤学 教育学部 教授）
「学習や学校⽣活における困難を改善する指導に
関する実践研究」
■永瀬 裕朗 主席研究員
（神⼾⼤学⼤学院 医学研究科 特命教授）
「周産期から幼児期までの状況が発達や学⼒の向
上に与える影響」
■野⼝ 緑 主席研究員
（⼤阪⼤学⼤学院 医学系研究科 特任准教授）
「尼っこ健診・⽣活習慣病予防コホート研究」
■濱島 淑惠 主席研究員
（⼤阪公⽴⼤学⼤学院 現代システム科学研究科 教授）
「尼崎市におけるヤングケアラーの実態調査と
課題解決に向けた⼿法の検討」
■藤澤 啓⼦ 主席研究員
（慶應義塾⼤学 ⽂学部 教授）
「就学前教育の質が就学後の学⼒や健康に与える
影響」

現場を支える！

教育データの

活用について

学びと育ち研究所

⼤⽵ ⽂雄 所⻑

OECD(経済協⼒開発機構)
⽇本政府代表部
⼀等書記官
（⽂部科学省より派遣中）

⼤根⽥ 頼尚 ⽒

学びと育ち研究所YouTubeでご覧ください！

from paris

尼崎市学びと育ち研究所（尼崎市こども⻘少年課）
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